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Ⅰ はじめに

地方分権や構造改革の進展等、近年、地方を取り巻く環境は大きく変化をして

いる。

また、一昨年の世界的な金融危機以降、依然として、先行き不透明な経済情勢

が続いており、本県においても、地方交付税の大幅な削減や景気低迷による税収

減等により、県財政がひっ迫している。このような中、限られた人員と財源を有効に

活用し、県民益の最大化を図るためには、県の組織・機構等も一層の効率化を進

めるとともに、日々変化する行政需要や県民ニーズに、迅速かつ的確に対応して

いくための執行体制を確立していくことが求められている。

このため、県では、「栃木県行財政改革大綱」を策定し、行財政改革に取り組ん

できているが、現大綱は平成２２年度が最終年度となるため、現在、新たな行財政

改革大綱の策定を進めている。

また、平成２１年１０月に策定した「とちぎ未来開拓プログラム」では、市町村合併

や地方分権の進展に対応し、広域自治体としての県の役割等を踏まえた組織の

見直しを図ることとしている。

こうした中、二元代表制の一翼を担う県議会としても、県民の視点に立った検討

を行い、県民にとって望ましい県の組織・機構等のあり方を提言していくことが必要

であると考え、県議会各会派から委員の推薦を受け、当検討会を設置した。

検討に当たっては、現在の行政組織・機構等について、県民益の最大化を図る

という視点を最大限重視し、調査研究を進めてきた。本報告書はその結果を取りま

とめたものである。

平成２２年１１月

行政機構調査検討会

会 長 板 橋 一 好
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Ⅱ 検討会の活動状況

１ 平成22年３月24日（水） 【第１回委員会 定例会中】

(1) 第301回定例会において本検討会が設置され、委員が選任された。

(2) 委員の互選の結果、会長に板橋一好委員が、副委員長に三森文徳委員

が選任された。

(3) 野田議長から、県の組織・機構等のあり方の調査・検討について諮問され

た。

２ 平成22年４月23日（金） 【第２回委員会 閉会中】

(1) 委員席を決定した。

(2) 協議の参考とするため、栃木県の本庁組織・出先機関の変遷、本県と人口

の類似する県の組織の状況及び副知事の役割分担、本県の行政改革への

取組について執行部から説明を受けた。

(3) 年間活動計画を決定した。

３ 平成22年６月９日（水） 【第３回委員会 定例会中】

(1) 検討テーマについて討議を行った。結果、検討テーマを以下のとおりとし

た。

「部局のあり方」

「事務事業のあり方」

「教育委員会及び教育事務所」

４ 平成22年６月23日（水） 【第４回委員会 閉会中】

(1) 「部局のあり方」について討議を行った。

(2) 「事務事業のあり方」について討議を行った。

５ 平成22年７月27日（火） 【第５回委員会 閉会中】

(1) 委員席を決定した。

(2) 正副委員長から「部局のあり方」の提言骨子案を示し、その内容につい
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て討議を行った。

(3) 「事務事業のあり方」について討議を行った。

６ 平成22年９月３日（金） 【第６回委員会 閉会中】

(1) 検討テーマについて討議を行った。結果、検討テーマを以下のとおり見直

した。

「部局等のあり方」

「事務事業等のあり方」

(2) 「事務事業等のあり方」について討議を行った。

７ 平成22年９月16日（木）～17日（金） 【第７回委員会 閉会中】

(1) 三重県営サンアリーナ（三重県伊勢市）を訪問し、同施設の指定管理者で

ある㈱スコルチャ三重から指定管理者としての取組について説明を受け、意

見交換を行った。

(2) 三重県総務部（三重県津市）を訪問し、三重県における行財政改革への

取組、組織見直しについて説明を受け、意見交換を行った。

８ 平成22年10月12日（火） 【第８回委員会 定例会中】

(1) 次期行財政改革大綱の骨子案について執行部から説明を受けた。

(2) 報告書骨子案の検討を行った。

９ 平成22年11月８日（月） 【第９回委員会 閉会中】

(1) 報告書案の検討を行った。
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Ⅲ 検討の経緯

１ 本県における組織機構の見直し

栃木県では、これまで時代の変化等に併せて組織機構を見直してきている。本

庁組織については、最近では平成１９年４月に「政策形成機能や組織横断的な課

題への対応力の強化」、「安全安心や環境問題等の行政ニーズに総合的に取り組

む組織の構築」、「機動的かつ簡素で効率的な組織の構築」の３つの視点を重視

した部局の再編を行い現在に至っている。

平成１９年度の本庁組織の改編においては、政策形成機能や組織横断的な総

合調整機能を強化するとともに、市町村や地域の振興・支援の充実を図るため、

総合政策部を、安全安心など県民生活関連施策を効果的に推進する県民生活部

を、環境の保全と森林づくりを一体的に推進する環境森林部を創設している。

出先機関では、平成１２年度に国の農政改革に歩調を合わせ、農政事務所、農

業改良普及センター、土地改良事務所を統合し、農業振興事務所を設置した。さ

らに、平成２０年度には、林務事務所と健康福祉センターの環境部門を統合し、新

たに環境森林事務所を設置している。

また、組織の見直しについては、行財政改革大綱において、未来指向型組織

の構築のため、本庁組織や出先機関の再編に取り組むこととしているが、昨年策

定した「とちぎ未来開拓プログラム」でも、集中改革期間の具体的取組として、組織

体制のスリム化を掲げ、広域自治体としての県の役割を踏まえた出先機関の見直

しや事務事業の見直しを徹底し、簡素で効率的な組織の構築を図るとしている。

○平成19年度の組織改編
平成18年度 平成19年度

総務部 総合政策部 重要施策の企画立案・総合調整、地域の振興 等

企画部 経営管理部 予算、職員その他県行政の運営一般 等

副
生活環境部 知 県民生活部 県民生活、防災その他県民の安全 等

事
知 副 保健福祉部 知 環境森林部 環境の保全、森林・林業 等

知
事 事 商工労働観光部 事 保健福祉部 社会福祉、保健衛生、社会保障 等

副
農務部 知 産業労働観光部 商業・工業、労働、観光 等

事
林務部 農政部 農業・水産業、農村の振興 等

土木部 県土整備部 道路・河川、都市計画、交通体系、建築・住宅 等

出納局 会計局 公金管理、財務会計 等

（８部１局 ７０課室） （８部１局 ６３課室）



- 5 -

２ 他県の組織機構

(1) 人口類似県との比較

人口規模が類似する他県(宮城､福島､群馬､新潟､長野､岐阜､三重､岡山､熊本､鹿児島)の組織を見てみ

ると、知事部局の部局数は最多が長野の１１で、最少は宮城、福島、熊本の８、本

県は９となっている。課室数は最多が福島の１１４、最少が長野の６０となっている。

本県は、６３課室で長野に次いで少ない数となっている。

また、教育委員会（教育庁）の課室数は、最多が三重の１６、最少が新潟、長

野、岐阜の８、本県は１０課室となっている。

このように、全体の課室数では本県は他県と比較して少なくなっており、効率的

な組織であることがうかがえる。

部局については、５県(福島､岐阜､岡山､熊本､鹿児島)で知事直轄組織を設けているほか、県

民生活、環境、林務、農政部門に特徴があるが、他の企画、総務、保健福祉、産

業、土木、会計部門についてはおおむね同様の組織となっている。（参考資料「都道府

県組織機構一覧」参照）

○都道府県の人口

人口規模 都道府県名 （単位：万人） H21.10.1(推計人口)

1,000万人以上 東京(1,298)
800万～ 999万人 神奈川(900)、大阪（ 884)
500万～ 799万人 愛知(741)、埼玉(717)､千葉(618)､兵庫(559)、北海道(551)､福岡(506)
300万～ 499万人 静岡(378)
250万～ 299万人 茨城(296)、広島(286)､京都(263)
200万～ 249万人 新潟(238)、宮城(234)､長野(216)、岐阜(208)､福島(204)､栃木(201)､群馬(200)

150万～ 199万人 岡山(194)、三重(186)、熊本(181)、鹿児島(171)

100万～ 149万人 山口(145)､愛媛(143)､長崎(143)､滋賀(140)､奈良(140)､沖縄(138)､青森(138)､
岩手(134)､大分(119)､山形(117)､石川(116)､宮崎(113)､秋田(109)､富山(109)､
和歌山(100)､香川(100)

100万人以下 山梨(86)､佐賀(85)､福井(80)､徳島(78)､高知(79)､島根(74)､鳥取(60)

○人口類似県の部課室等 H22.4.1
都道府県名 知事部局 部局数 課室数 教育委員会課室数 備考

栃木県 ８部１局 60課３室 ８課２室

宮城県 ７部１局 74課 14室 10課１室
福島県 １知事直轄７部１局 ２部内局 114課室 10課
群馬県 ８部１局 ２部内局 71課室 ９課１室

新潟県 ７部３局 １部内局 78課室 ８課

長野県 10部１局 60課 ８課

岐阜県 ２知事直轄９部１局 １部内局 78課室等 ８課

三重県 ８部１局 ３部内局 97室等 15室１担当
岡山県 ７部２局 １部内局 64課 11課 知事直轄で危機管理監を配置

熊本県 １知事公室７部１局 ５部内局 80課室等 ９課

鹿児島県 １知事公室７部２局 ２部内局 66課 ９課
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(2) 各県の組織機構

各都道府県をとりまく環境等はそれぞれ違っており、単純に比較することはでき

ないが、各県とも、自らの現状を認識し、それぞれの課題に対処するための組織

機構を編成している。

いくつかの県では知事直轄の組織（知事公室等）を設けている。知事の直轄組

織では、主に秘書業務や広報公聴業務を行うほか、防災や基地問題等、それぞ

れの県における緊要な問題に対処するための業務を行っている。例えば、茨城県

では知事公室内に「立地推進室」や「女性青少年課」を、滋賀県では知事直轄で

「新駅問題支援対策室」を設置している。

行財政改革の推進は、本県も含め、通常総務部門で行っているが、新潟県や

山梨県では知事政策局内に「行政改革推進課（室）」を、奈良県では知事公室内

に「行政経営課」を設置している。また、鳥取県では総務部内に行財政改革局を

設けている。

環境部門に関しては、半数以上の２６道県で生活部門と一緒の組織となってい

る。本県同様に環境と林政部門が一緒の県は１０府県(栃木､群馬､山梨､三重､滋賀､大阪､香川､高

知､宮崎､鹿児島 ※大阪は環境農林水産部)、環境部門単独が７都県(埼玉､東京､長野､石川､愛知、福岡､長崎)、農政

部門と一緒が３府県(神奈川､大阪､兵庫)、文化部門と一緒が２府県(京都､沖縄)となっている。

農政部門と林政部門が一緒になっているのが３５都道府県で、このうち３都県(東

京､三重､佐賀)は農林と商工部門が一緒となっている。農政部門、林政部門がそれぞれ

の部として単独で設置されているのは２県(長野､岐阜)ある。

観光関連の部局を単独で設置しているのが４県(福井､山梨､長野､高知)で、部内局を設

けているのが１８道県(北海道､青森､山形､福島､群馬､新潟､石川､岐阜､静岡､三重､奈良､和歌山､山口､香川､愛媛､熊本､宮

崎､鹿児島)ある。

知事部局においてもスポーツの振興に取り組んでいるのは１２都府県(秋田､福島､東

京､新潟､京都､大阪､奈良､岡山､徳島､福岡､長崎､大分)あり、東京都は「生活文化スポーツ局」を、長崎

県では平成２６年に国体を開催する関係もあり、｢文化・スポーツ振興部」を設けて

いる。

私立学校への支援等は、ほとんどの都道府県では知事部局で行っているが、秋

田県では、教育庁総務課内に私学班を設け、私学助成や私学振興を行っている。

（参考資料「都道府県組織機構一覧」参照）
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３ 行財政改革

(1) 行財政改革への取組

県では、平成６年度からこれまで、４期１７年に渡って行財政改革に取り組んで

きており、現在は、平成１８年に策定した「栃木県行財政改革大綱」に基づき、行

財政改革に取り組んでいる。

組織機構については、平成１９年度に、簡素で効率的な執行体制の確立に向

け、「総合政策部」や「環境森林部」、「県民生活部」を創設している。

また、組織運営体制の見直しとして、組織改編に当たり、平成１８年度で７０あっ

た課室を６３課室にするなど、課室や担当グループの統合を実施し、組織の効率

化を図っている。

○本県の行財政改革への取組

名称 栃木県行政改革大綱 栃木県行政改革大綱(第２期) 栃木県新行政改革大綱/(改訂版) 栃木県行財政改革大綱

期間 平成６年度～９年度 平成１０年度～１２年度 平成１３年度～平成１７年度 平成１８年度～２２年度

行 ○事務事業の見直し ○事務事業の見直し ○事務事業の見直し

財 ○行政組織の見直し ○行政組織と人事管理の見直 ○行政組織と人員管理の適正 ○簡素で効率的な執行体制の

政 ○人事管理の見直し し 化 確立

改 ○事務処理の効率化 ○分権の推進と県民に開かれ ○市町村重視の県政の推進 ○県民中心の開かれた行政の

革 た県政 ○県民に分かりやすく開かれ 推進

の ○事務処理の効率化と県民サ た県政の推進 ○協働の推進と県の役割の重

目 ービスの向上 ○県民サービスの向上と行政 点化

標 の情報化の推進

等 ○健全な財政運営の確保 ○持続可能な財政基盤の確立

(2)市町村への権限移譲と連携強化

市町村への権限移譲については、平成１８年５月に策定した「栃木県権限移譲

基本方針」、同年１１月に策定した「栃木県権限移譲推進計画」に基づき、権限移

譲を進めてきている。市町村への移譲項目は、平成２２年４月１日現在で条例改正

済みのものが１２６法令、２，１４６項目となっている。

また、市町村との連携協力の強化として、市町村の要望を踏まえながら、職員の

相互交流や実務研修の受入、県職員の派遣を実施している。

○県と市町村の人事交流

年度 県→市町 市町→県 地方税徴収特別対策室における市町職員の受入 備 考

１８ ２８人 ３８人 －

１９ ２４人 ２９人 ２６人 対策室を設置

２０ ２４人 ３４人 ３２人

２１ ２２人 ３５人 ３０人

住民に最も身近な行政主体である市町村への権限移譲を進めるためには、権

限移譲を受ける市町の体制強化が必要となるが、本県の市町村数は、いわゆる平
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成の大合併により、平成１６年度の４９市町村から、現在２７市町となっている。これ

は、人口類似県では岡山県と並び最も少ない数となっており、本県は市町村の合

併が比較的進んでいることがうかがえる。

○都道府県の市町村数 ※ゴシックは人口類似県

市町村数 都道府県名 （市町村数） H22.4.1

50以上 北海道(179)、長野(77)、埼玉（ 64)､福岡(60)、福島(59)、愛知(57)、千葉(54)
40～ 49 熊本(45)、茨城(44)､大阪(43)､鹿児島(43)、岐阜(42)、兵庫(41)、沖縄(41)､青森(40)
30～ 39 東京(39)、奈良(39)、宮城(35)、山形(35)、群馬(35)、静岡(35)、岩手(34)、高知(34)、

神奈川(33)、新潟(30)、和歌山(30)
20～ 29 三重(29)、栃木(27)、山梨(27)､岡山(27)、京都(26)、宮崎(26)、秋田(25)、徳島(24)、

広島(23)、島根(21)、長崎(21)、愛媛(20)、佐賀(20)
19以下 石川(19)、滋賀(19)､鳥取(19)､山口(19)､大分(18)､福井(17)、香川(17)、富山(15)

(3)人材育成・能力向上等

職員の能力向上等に向け、職員のコスト意識や経営感覚を醸成するとともに企

画立案能力や問題解決能力の向上を図るため、派遣研修を実施している。

また、事務処理の改善・効率化として、「職員の気づき」によって事務事業の見

直しを推進するため、平成１６年度から職員提案制度「ひとり一改善」を実施してい

る。

○派遣研修先 ○ひとり一改善提案件数

年度 民間企業 国等 他県等 大学院 年度 提案件数

１９ ３人 １１人 福島県１人 １人 １８ ２０２

２０ ３人 ９人 福島県１人、横浜市１人 １人 １９ １２６
２１ ４人 ９人 茨城県１人、横浜市１人 － ２０ １８３

２２ ４人 ８人 茨城県１人、横浜市１人 － ２１ ２８５

（４）民間活力の活用等

本県では、平成１９年度に「栃木県民間活力活用指針」を策定し、民間活力の

活用を推進している。

民間活力を利用した施設整備等については、平成１８年度から、環境に配慮し

た省エネルギーの取組を推進するため、県立がんセンターにおいて ESCO(※１)事業
を導入している。

PFI 事業については、現在、実施方針を公表済みが全国で３５１件(※２)あり、県内
でも宇都宮市の宇都宮市斎場整備・運営事業等が PFIで行われている。
また、本県では、平成１８年度から４２の公の施設に指定管理者制度を導入して

おり、平成 22年４月１日現在、４４施設を指定管理者が管理している。

※１： ESCO （ Energy Service Company ）＝省エネルギーと施設の維持管理経費の削減を図るためのシステムや設備の

提案・提供、維持・管理までを含めた包括的なサービス

※２：平成２２年１０月６日段階で実施方針公表済みの件数（財団法人地域総合整備財団調べ）
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４ 県外調査

(1) 三重県営サンアリーナ

三重県営サンアリーナは、三重県が県民の心身の健全な発達及び体育・スポー

ツの普及振興を図るとともに、文化の向上ならびに国際交流の促進を図るため三

重県伊勢市に設置した（平成６年完成）。最大収容人員 11,000 人のアリーナのほ
か、国際会議場やレセプションルーム、レストラン等を併設した複合施設である。

・指定管理者である(株)スコルチャ三重の取組

株式会社スコルチャ三重は、地元企業７社が出資して設立した会社で、平成 18
年４月から、三重県では初の株式会社による指定管理者として、三重県営サンアリ

ーナを運営している。運営においては、公営施設としての基本を遵守し、小規模

利用者でも利用しやすいよう、午前と午後の単位で決めていた使用時間を１時間

単位とするなど、県民・利用者のサービス性向上に努めている。

また、多機能施設としての持ち味を発揮するため、大手興行会社と連携した大

規模集客型イベントの誘致や、宅建試験会場、企業の福利厚生、地元幼稚園の

運動会等での利用呼び掛けなど、多彩な利用スタイルの提案を打ち出している。

さらに、自主プログラムや自主イベントを開催して利用を促している。

今後は、地元企業、団体、地域自治会の有志等と「サンアリーナ活用懇談会」を

発足し、更なる賑わいづくりに努めることとしている。

現５か年（ H18 ～ H22 ）の県からの指定管理料は年平均で約１億９千万円で、
それ以前の３か年（ H15 ～ H17 ）の年平均約２億８千万円と比較し、平均 31.1 ％
の削減を実現した。平成 21 年度は、過去最高の施設利用料金収入（１億 1,852
万円）を得て、純利益（ 1,546万円）を計上している。
三重県営サンアリーナにおいては、指定管理者制度の導入が、県費の削減だ

けでなく地域の活性化にもつながっていることが特筆すべき点である。

(2) 三重県庁

・三重県における行財政改革の取組

県政経営にあたっての考え方や仕組みを体系化した「みえ行政経営体系」によ

り、経営品質マインドの浸透や経営品質アセスメントの効果的な活用、改善活動の

推進を図るなど、経営品質向上活動（※）を中心とした全体最適な県政経営を実

施している。

また、「みえ行政経営体系」のもとで、更なる経営改善策として「みえ経営改善プ
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ラン」を策定した。取組期間（ H17 ～ H21)は終了したが、平成 22 年度はプランの
考え方を踏まえ、引き続き不断の改善に取り組んでいる。

今後は、国の地域主権改革等の動向や経営改善取組の前提条件の１つとなる

中期財政見通し、現在策定中の次期戦略計画の内容等を踏まえながら、更なる行

財政改革の取組を検討していくとされている。

※経営品質向上活動

県全体、各部局、各職場それぞれにおいて、「誰のために、何のために仕事をしているのか」

を再確認しながら、行政サービスの受け手（顧客）から見て最良の仕事となるよう、改善・改革を

継続的に進めていく活動のこと。

三重県では､経営品質活動を県政マネジメントのベースに位置づけており、各部局が主体とな

ってそれぞれ特色ある経営品質向上活動を展開している。

・三重県における組織機構改革

平成 18 年度に大幅な組織改編を実施し、現在知事部局は８部１局体制となっ
ている。

これまでの組織機構の見直しとして、平成 10 年度に係を廃止し、グループ・マ
ネージャー制を導入するとともに、課の名称を業務実態に即して改称している。

また、総務部の予算に関する権限を縮小し、各部局が自ら責任もって自立する

体制に変更しており、総務部は管理役ではなくサポート役と位置付けた。

平成 14 年度には課をなくし、「課」を「チーム」、「課長」を「マネージャー」にする
とともに、次長、課長補佐等の中間階層を廃止した。その際、机の配置も管理職を

別にするのではなく、皆同じグループで机を並べるようにした。ただし、現在は誰が

責任者かわからないという理由で管理職の机の並びは別にしている。

予算の見直しとして、シーリング方式から事業の必要性を見直す方式に改め

た。また、年度での予算使い切りの弊害を改めるため、当該年度で残した予算は

その１／２を当該部の予算として次年度に割り当てるようにした。

さらに、施策別に包括財源配分方式を採用し、施策内の細かい査定は行わず

に事業ごとに予算を配分するようにした。これにより財政部門の業務量は大幅に削

減された。加えて、組織のフラット化や、担当グループの大くくり化を図るとともに、

各部局長の権限で業務の多寡に応じて人員を柔軟に配置できるようにしている。

三重県は、様々な行財政改革の先進的な取組を行ってきており、特に、経営品

質向上活動に徹底して取り組んでいる。
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Ⅳ 部局等のあり方について

１ 総合政策部門の強化

地域主権改革の進展に伴い、義務付け、枠付けの見直しや国庫補助金の一括

交付金化、国の出先機関改革等が行われれば、国や県、市町村の役割が大きく

変わることになる。

今後の地方分権の進展を見据えた場合、知事の強いリーダーシップがより一層

求められるため、知事が指導力を発揮できる組織体制を整備する必要がある。

部局をまたがる重要な課題に対しては、関係部局が緊密に連携し、責任の所在

を明らかにした体制で事業を推進すべきである。

このため、部局間における総合的な調整機能等を強化すべきである。

県においては、現下の重要課題だけでなく、今後予想される社会的諸条件の変

化を踏まえ、総合的な視点で県の施策等を判断できる体制等を整えるべきであ

る。

教育行政の中には、これまで教育的見地で進められてきたが、現在では全庁的

な視点で検討すべき課題も見受けられる。教育委員会は知事部局から独立した組

織であるが、一方で知事部局との連携強化や二重行政の解消、情報の共有化

等、県全体の事務の適正な執行を図る観点からの検討が必要である。

こうしたことから、知事のトップマネジメント機能や組織横断的事業の総合調整

機能等を十分発揮できる体制にするため、各部局を総括する総合政策部門を強

化する必要がある。

２ 所管部局の検討

所管部局の見直しは、基本的に地域主権改革の動向を注視しながらの対応と

なるが、行政ニーズや社会情勢の変化等に応じた所管部局の見直しや関係部局

間の連携強化等も必要である。

また、本県の現状を十分に把握・分析した上で、県として強化すべき取組に注

力しなければならない。

そのため、組織の見直しや新たな課室、担当を設けることも検討すべきである。



- 12 -

これまで当検討会で出された意見は次のとおりである。今後、所管部局等の見

直しを行うに当たり、こうした意見についても十分参考とすること。

（森林、林業）

森林、林業行政については、現在、二酸化炭素吸収源としての貢献から、環境

部門と一体となっているが、持続的な森林経営や山村地域振興、獣害対策の観点

からも、農政部門と緊密に連携した取組が必要である。現在の位置付けで良いの

か検討すべきである。

（環境、観光）

「 21 世紀は環境の世紀」と言っても過言ではなく、循環型社会や低炭素社会、
自然共生社会に向けた取組等が求められている。環境産業の振興や環境教育も

重要となっている。

また、国においては、平成 20 年 10 月に観光庁を設置するなど、観光立国に向
けた動きを強化している。多様な観光資源を有する本県においても、観光立県に

向けた取組を強化することが望まれる。

このため、環境立県や観光立県に向け、特に力を入れていくべき環境行政や観

光行政について、現在の位置付けで良いのか検討する必要がある。

（産業振興）

景気が低迷する中にあって、経済・雇用対策は本県の重要な課題である。特に

企業誘致は、本県の経済活性化や雇用の確保に直接結びつくものである。

現在、企業誘致や産業団地造成に関する業務はいくつかの関連部局に分かれ

ているが、企業等からの要望にワンストップで対応できる体制とすべきである。さら

に、トップセールス等で知事が積極的に関わることも重要である。

また、本県の地域経済を支える小規模事業者は、後継者不足や不況等の影響

により減少している。地域活力の減退を防ぐためにも、小規模事業者の人材育成

や経営力の向上を支援する必要があるため、小規模事業者を支援する組織のあり

方を検討すべきである。

（教育）

教育行政は、これまで教育的見地で施策が進められてきたが、現在では全庁的

な視点で検討すべき課題が見受けられる。教育委員会と知事部局の連携強化や

所管のあり方等について、今後の検討課題とすべきである。

例えば、時代の変化に伴い、スポーツは教育的な意味合いから、健康づくりや

地域活性化等の意味合いが強まっている。現在検討が進められている総合スポー
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ツゾーン構想は全庁的な課題である。また、文化は、心豊かな暮らしや経済活動

において新たな需要や高い付加価値を生みだす源泉となっており、地域産業の

創出や活性化にもつながるものである。このため、文化・スポーツ行政は全庁的な

視点で業務を行うべきである。

また、地元の産業界や地域社会が求める人材を育成することなど、職業教育の

充実は雇用対策の面からも重要であり、教育部門と産業部門の連携強化が求めら

れている。特に、宇都宮市雀宮地区に新たに整備する宇都宮工業高校の教育活

動の展開に当たっては、産業部門から十分意見を聴く必要がある。

学校の所管については、公立は教育委員会、私立は経営管理部に分かれてい

るが、他県では教育委員会内に私学教育の担当課を設けるなど、公私に関わらず

教育に一体となって取り組んでいるところもある。公私による教育格差等が生じな

いような取組も検討すべきである。

３ 審議会等のあり方

県では、施策の推進や計画策定等を実施する上で、各種委員会や審議会等の

意見を聴いている。委員となった有識者や県民などから意見を聴く過程は必要で

あるが、審議会等を経たことで、その後の審議や検討が十分に行われないまま計

画等が決定してしまうこともある。結果として責任を負うわけではない機関等が過度

に権限を持つような形になることは望ましくない。

このため、審議会等のあり方について検討する必要がある。

また、県の重要施策の推進や計画等の策定においては、県民から選ばれた県

議会議員などの責任のある立場の者から積極的に意見を聴くべきであり、そのた

めの仕組みも検討すべきである。

４ 今後の検討

行政機構等の見直しは緒についたばかりであり、対象も広範囲にわたっている。

加えて、今後、地域主権改革の進展に伴う県の組織機構等の見直しも想定され

る。地域主権改革の動向は不透明なため、今後とも国の動向を注視していかなけ

ればならない。

このため、個別具体的な部局等のあり方については、今後、議会においても十

分時間をかけて検討を行うこととする。
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Ⅴ 事務事業等のあり方について

１ 事務事業等の見直し

(1) 事務事業の見直し

県では昨年度、「とちぎ未来開拓プログラム」を策定し、事務事業の見直しを

実施しているが、集中改革期間後も財源不足が見込まれる状況にある。引き続

き更なる見直しが必要となるが、事務事業の見直しは、効率化やスリム化、財政

の削減ありきではなく、県民に必要とされる事業かどうか、県民ニーズに合致し

ているかどうかを基本として考えるべきである。

また、事務事業の見直しは、県民にどのような影響があるかよく検討した上

で、県民にも十分理解を得られるよう進めていかなければならない。

このため、事務事業の見直しや行政サービスのあり方について、県民から意

見を聴く方法についても検討していく必要がある。

(2) 市町への権限移譲

県では、住民により身近な基礎自治体である市町村を重視する考え方に基

づき、市町への権限移譲を進めている。身近な市町で行政サービスを受けられ

ることは県民サービスの向上にもつながるものであり、今後とも、市町への権限

移譲は推し進めていくべきである。

しかし、一部許認可等では、運用面において、市町によって対応に差が生じ

るという問題も出てきているため、移譲後も権限が適正に行使されるよう、県は移

譲後の市町の実態を把握し、市町の状況も勘案した上で、人的な交流も含め、

必要な支援をしていく必要がある。

権限移譲されたものの中には、県全体、あるいは広域的視点で取り組まなけ

ればならない案件も見受けられる。

このため、市町への権限移譲については、単に市町からの要望の有無や、人

員体制等のみを判断材料とするのではなく、県と市町のどちらが行うことが適切

かをよく精査するとともに、移譲した場合、県行政にどのような影響があるかにつ

いても十分検討した上で移譲すべきである。

市町への権限移譲は、県側の取組だけでなく、移譲を受ける市町の体制強

化も重要である。市町が権限を移譲され、地域における総合行政の担い手とな

るためには、市町村合併により行政規模や能力の拡充を図る必要がある。
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本県は、市町村合併の進展により、４９市町村（平成 16 年４月）から２７市町と
なったが、現在、合併を検討している市町もある。今後とも、合併を望む市町に

対して必要な支援をしていくべきである。

(3)県民との協働、民間活力活用等の推進

多様化する県民ニーズや社会経済情勢の変化に的確に対応し、効率的・効

果的にサービスを提供するためにも、事務事業の見直しと並行して、県民との協

働や民間活力の活用等を積極的に進めていくべきである。

そのためには、県民や企業等が社会参加しやすい環境づくりを行うなど、県

民やＮＰＯ、民間企業等と行政のパートナーシップを構築していく必要がある。

また、民間活力を可能な限り活用するため、まずは県と民間の役割分担を明

確にし、民間でできるものは極力民間に委ねていく、あるいは事業の廃止等も

含めた検討を行う必要がある。

特に、施設整備や管理・運営等については、ＰＦＩを始めとしたＰＰＰ、指定管

理者制度の導入を積極的に検討すべきである。

なお、近年は民間活力を導入した事業が当初の目的を十分果たしていない

ケースも見受けられることから、県民協働や民間活力活用にあたっては、行政経

費の削減だけにとらわれることなく、事業が適正に行われるか、県民サービスの

向上が図れるか等についても十分検討する必要がある。

２ 職員の意識改革等

(1) 職員の意識改革等

県民への行政サービスを向上させるためには、組織や事務事業の見直しだ

けではなく、職員一人ひとりの意識の持ち方や対応の仕方等を変えていく必要

がある。

今後は、これまで以上に県民の立場に立って物事を考え、県民からの要望や

意見等に対し、できない理由を示すだけではなく、どうすれば応えることができる

のかという意識を持ち、既存の制度で対応できない課題は、制度そのものを改

められないか検討するといった意識を持つことがより一層求められている。

その上で、結果的に対応できない場合は、その理由を十分説明し、理解を得

るなど、説明責任を果たすべきである。

このため、職員一人ひとりが県民を主体として考え、行動することができるよ

う、組織全体で職員の改革意欲の醸成を図るなど、職員の意識改革を図るべき

である。
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業務や行政サービスの質を向上させるためには、組織、あるいは職員がそれ

ぞれの現状と課題を認識し、業務プロセスの改善や接遇力の向上等に継続的

に取り組む必要がある。

このため、各所属や職員個人がそれぞれの課題の改善に向けてより一層努

力するよう、意識付けや仕組みづくりに取り組んでいくべきである。

(2) 職員の育成

県における最大の経営資源は人であり、職員の育成こそが、今後の行政水準

やサービスを大きく左右することになる。

このため、職員の育成を重要な職務と捉え、職員の能力開発・向上を図って

いくことで県組織の総合力を高めるべきである。

また、より高度化、多様化する行政需要に対応していくためには、幅広い見識

や豊かな発想を持った職員、政策形成能力を重視した職員の育成に加え、専

門的知識・技能を持った職員の育成が大変重要となる。

このため、職員の専門性を高めるための系統的な人材育成等により、スペシ

ャリストの養成にも力を入れるべきである。

(3) 人事交流の推進

他の自治体や民間企業等との人事交流により、新たな知識や情報の習得、

人的ネットワークの構築など、職員の視野の拡大を図ることで、職員の資質の向

上を図っていく必要がある。

また、県と県、あるいは県と市町村の人事交流は、職員の能力向上やノウハウ

の取得のほか、自治体間の連携強化、市町村の支援にもつながる。

このため、県と他の自治体、あるいは県と民間企業等との人事交流を増やし

ていくべきである。

県民の要望を行政に反映させるためには、さまざまな地域や分野における県

民のニーズを把握する必要がある。

特に、現場において、直に県民の声を聞き、地域の実情を把握していくことは

大切であるため、本庁から出先機関、出先機関から本庁への人事異動を積極

的に行っていくべきである。これにより、組織の活性化と職員のモチベーション

の向上を図ることも重要である。

技術職について、他の職種の業務経験が本来の職務に良い影響を及ぼすと

判断される場合は、職種を越えた人事異動を実施するなど、職種や専門分野を

越えた人事異動の拡大を図ることも検討すべきである。
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なお、技術職は専門性を高めるべきであり、他の職務への異動はその妨げに

なるという意見もある。異動を行う場合は、本来の職務の能力開発につながるよ

う十分配慮すること。

(4) 人材の有効活用

時期によって事務が集中する職場や、災害や疫病等の突発的な事由等によ

り事務量が増える職場もある。こうしたことに対し、年度途中であっても必要な人

員を配置することで十分な対応を図る必要がある。

そのため、時期や業務の量の多寡に応じ、柔軟な人員配置ができる体制を検

討すべきである。

(5) 職場環境の整備

スリムで効率的な組織機構等を目指していくことは重要であるが、厳しい財政

状況の中にあっても、県民サービスを維持するため、専門職員をはじめ必要な

職員数は確保されなければならない。

このため、人員の見直しにおいては、職員の削減ありきではなく、適正な定員

管理と職員の配置を行うべきである。

県民サービスを向上させていくため、サービスの担い手である職員一人ひとり

が十分能力を発揮できるようにすべきである。

このため、職員のメンタルヘルスの状況を把握し、必要な支援を行うなど、職

場環境の整備に努めるべきである。

３ 行財政改革の推進強化

県ではこれまで事業の縮減や廃止、人員や出先機関の見直し等に取り組んで

きているが、スリム化や効率化が優先されており、本県の将来を見据えた十分な検

討や議論がなされているとは言い難いものも見受けられる。このままでは本県の目

指すべき姿を見失いかねないと危惧している。

今後の行財政改革は、経費等の削減を主眼とするだけではなく、本県の将来を

見据えた大局的な見地から、県行政全体を見て行うべきである。

このような観点から、行財政改革を推進する体制の強化も検討していくべきで

ある。
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Ⅵ おわりに

本格的な地方分権の時代を迎え、国や県、市町村の役割も大きく変化してきて

いる。今年６月に地域主権戦略大綱が閣議決定されたが、今後、この考え方に立

って地域の課題を自ら解決できる権限や、そのための財源が国から県へ移譲され

れば、これまで以上に知事の強いリーダーシップが求められる。

また、市町村合併の進展等により、市町村の規模・能力が拡大する中、県は、市

町村への適正な権限移譲を進めていくとともに、市町村を包括する広域自治体と

しての機能を強化していかなければならない。

加えて、新たな公の担い手である県民や NPO 、企業など、多様な主体との協働
や連携等を推し進めていく必要があり、県には、県民等との調整役やコーディネー

ターとしての新たな役割が期待されている。

このため、県には、これまで以上に主体的かつ柔軟に県政に取り組むことが必

要であり、そのような観点から組織機構や事務事業等を見直していくことが求めら

れるが、見直しにおいては、スリム化や効率化ばかりを優先するのではなく、県民

ニーズや本県の将来を見据えた検討を行うべきである。

一方、県民サービスを向上していく上で、職員の育成は極めて重要である。県

行政を担う職員一人ひとりが全体の奉仕者であることを強く自覚した上で、県民満

足度の高い行政サービスを、効果的・効率的に提供することが求められる。

このため、今後は、職員の意識改革や資質の向上等をより一層図っていくべき

である。

当検討会では、こうした観点から組織・機構等のあり方について調査検討を進

め、本報告書をまとめたところである。

なお、行政組織・機構等のあり方という課題は、大変重要かつ広範なテーマで

あることから、議会としては、引き続き調査検討を進めていく。

執行部におかれては、本報告書に盛り込まれた検討結果を、今後の組織機構

等の見直しや行財政改革に十分反映されるよう望むものである。

そのためには、県議会としても、必要な支援や協力を惜しむものではないことを

申し添える。
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Ⅶ 検討会委員名簿

行政機構調査検討会

会 長 板 橋 一 好

副 会 長 三 森 文 徳

委 員 齋 藤 孝 明

委 員 保 母 欽一郎

委 員 野 村 節 子

委 員 金 子 裕

委 員 若 林 和 雄

委 員 五十嵐 清

委 員 増 渕 三津男

委 員 小 高 猛 男

委 員 菅 谷 文 利

委 員 木 村 好 文

委 員 渡 辺 渡

Ⅷ 調査関係部課

経営管理部 人事課

行政改革推進室

教育委員会 総務課
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参考資料

（都道府県組織機構一覧）

知事部局及び教育委員会



（H22.10.31各都道府県ホームページより抜粋) 　　　　※各都道府県の知事部局と教育委員会

都道府県名

人口
(H21.10.1)

1 北海道 総務部 総合政策部 環境生活部 保健福祉部 経済部 農政部 水産林務部 建設部 出納局 教育庁

551万人 総務課,職員監,
大学法人運営支
援室

行政改革局
行政改革課,法人
団体課

人事局
人事課,法制文書
課、職員厚生課,
学事課

財政局
財政課,税務課

危機対策局
危機対策課,原子
力安全対策課

北方領土対策本
部

総務課

知事室
秘書課,広報広聴
課,国際課

政策審議局

計画推進局

科学IT振興局
科学技術振興課,
情報政策課,総合
研究機構運営支
援室

新幹線・交通企
画局
地域交通課,新幹
線対策室

地域づくり支援
局
地域行政局
市町村課,統計課

地域主権局

総務課

アイヌ政策推進
室

環境局
環境推進課,地球
温暖化対策室,循
環型社会推進課,
自然環境課

くらし安全局
くらし安全推進課,
消費者安全課,道
民活動文化振興
課

総務課,施設運営
指導課

医療政策局
医療薬務課,地域
医師確保推進室,
道立病院室

健康安全局

福祉局
福祉援護課,高齢
者保健福祉課,障
がい者保健福祉
課

こども未来推進
局

総務課

食関連産業振興
室

観光局

商工局
商工金融課,産業
振興課,商業経済
交流課

産業立地・エネ
ルギー局
産業立地課,資源
エネルギー課

労働局
雇用労政課,人材
育成課

農政課

競馬事務室

食の安全推進局
食品政策課,農産
振興課,畜産振興
課,技術普及課

農業経営局
農業経営課,農業
支援課,農地調整
課

農村振興局
農村設計課,事業
調整課,農業施設
管理課,農村計画
課、農地整備課,
農村整備課

総務課

水産局
水産経営課,水産
振興課,漁港漁村
課,漁業管理課

林務局
林業木材課,森林
計画課,森林整備
課,治山課

森林環境局
森林活用課,道有
林課

建築局
建築整備課

総務課

建設管理局
建設政策課,建設
情報課,技術管理
課

空港港湾局
物流港湾課,空港
活性化推進室

土木局
道路課,河川課,
砂防災害課

まちづくり局
都市計画課,都市
環境課

住宅局
建築指導課,住宅
課

建築局
計画管理課,建築
整備課

総務課、指
導審査課、
経理課、会
計事務セ
ンター、入
札管理室

総務政策局
総務課,施設課,教育政
策課,教職員課

学校教育局
高校教育課,義務教育
課,特別支援教育課,健
康・体育課

生涯学習推進局
生涯学習課,文化・ス
ポーツ課,新しい高校づ
くり推進室

教育職員局
給与課,福利課

2 青森県 総務部 企画政策部 環境生活部 健康福祉部 商工労働部 農林水産部 県土整備部
エネルギー
総合対策局 出納局 教育庁

138万人 総務課,秘書課,
人事課,総務学事
課,税務課,市町
村振興課,防災消
防課,財産管理
課,工事検査課,
行政経営推進室

企画調整課,新幹
線・交通政策課,
広報広聴課,情報
システム課,統計
分析課,原子力施
設安全検証室,人
づくり戦略チー
ム、並行在来線対
策室

県民生活文化課,
青尐年・男女共同
参画課,環境政策
課,原子力安全対
策課,自然保護
課,県境再生対策
室

健康福祉政策課,
医療薬務課,保健
衛生課,こどもみら
い課,障害福祉課

商工政策課,経営
支援課,工業振興
課,新産業創造
課,国際交流推進
課,労政・能力開
発課

観光局
観光企画課,新幹
線交流推進課

農林水産政策課,
総合販売戦略課,
食の安全・安心推
進課,団体経営改
善課,構造政策
課,農産園芸課,り
んご果樹課,畜産
課,林政課,農村
整備課,あおもり
食品産業振興
チーム

水産局
水産振興課,漁港
漁場整備課

監理課,整備企画
課,道路課,河川
砂防課,港湾空港
課,都市計画課,
建築住宅課,高規
格道路・津軽ダム
対策課

エネルギー開発
振興課,原子力立
地対策課,ＩＴＥＲ
支援室

会計管理
課、財務指
導課

教育政策課、職員福利
課、学校教育課、教職
員課、学校施設課、生
涯学習課、スポーツ健
康課、文化財保護課

3 岩手県 秘書広報室 総務部 政策地域部 環境生活部 保健福祉部 商工労働観光部 農林水産部 県土整備部 出納局 教育委員会

134万人 秘書課,広聴広報
課

総務室,人事課,
予算調製課,法務
学事課,税務課,
管財課,総合防災
室、総務事務セン
ター

政策推進室,市町
村課,調査統計
課,NPO・文化国
際課,国体推進
課,地域振興室

環境生活企画室,
環境保全課,資源
循環推進課,自然
保護課,青尐年・
男女共同参画課,
県民くらしの安全
課,産業廃棄物不
法投棄緊急特別
対策室

保健福祉企画室,
医療推進課,健康
国保課,地域福祉
課,長寿社会課,
障がい保健福祉
課,児童家庭課,
医師支援推進室

商工企画室,経営
支援課,科学・もの
づくり振興課,産
業経済交流課,観
光課,企業立地推
進課,雇用対策・
労働室

農林水産企画室,
団体指導課,流通
課,農業振興課,
農業普及技術課,
農村計画課,農村
建設課,農産園芸
課、畜産課,林業
振興課,森林整備
課,森林保全課,
水産振興課,漁港
漁村課,競馬改革
推進室

県土整備企画室,
建設技術振興課,
道路建設課,道路
環境課,河川課,
砂防災害課,都市
計画課、下水環
境課,建築住宅
課,港湾課,空港
課

教育企画室,学校教育
室,生涯学習文化課,ス
ポーツ健康課,教職員
課

NO  教育委員会

都道府県　本庁組織一覧

知事部局



4 宮城県 総務部 企画部 環境生活部 保健福祉部 経済商工観光部 農林水産部 土木部 出納局 教育委員会

234万人 秘書課、人事課、
行政管理室、行
政経営推進課、
職員厚生課、私
学文書課、県政
情報公開室、広
報課、財政課、税
務課、地方税徴
収対策室、市町
村課、管財課、財
産利用推進室、
危機対策課、消
防課

企画総務課、政
策課、地域振興
課、総合交通対
策課、統計課、情
報政策課、情報
産業振興室、情
報システム課

環境生活総務
課、環境政策課、
環境対策課、原
子力安全対策
室、自然保護課、
食と暮らしの安全
推進課、資源循
環推進課、廃棄
物対策課、竹の
内産廃処分場対
策室、消費生活・
文化課、共同参
画社会推進課

保健福祉総務
課、社会福祉課、
医療整備課、長
寿社会政策課、
ねんりんぴっく推
進室、健康増進
課、疾病・感染症
対策室、子育て
支援課、障害福
祉課、薬務課、国
保医療課

経済商工観光総
務課、富県宮城
推進室、新産業
振興課、自動車
産業振興室、産
業立地推進課、
商工経営支援
課、産業人材対
策課、雇用対策
課、観光課、国際
経済・交流課、海
外ビジネス支援室

農林水産総務
課、農林水産政
策室、農林水産
経営支援課、食
産業振興課、農
業振興課、農産
園芸環境課、畜
産課、農村振興
課、農村整備課、
林業振興課、森
林整備課、水産
産業振興課、水
産業基盤整備課

土木総務課、事
業管理課、用地
課、道路課、河川
課、防災砂防課、
港湾課、空港臨
空地域課、都市
計画課、下水道
課、建築宅地課、
建築安全推進
室、住宅課、営繕
課、設備課

会計課、契
約課、検査
課

総務課,教育企画室,福
利課、教職員課,義務教
育課,特別支援教育室,
高校教育課,施設整備
課,スポーツ健康課,生
涯学習課,文化財保護
課

5 秋田県 総務部 企画振興部 健康福祉部 生活環境部 農林水産部 産業労働部 建設交通部 出納局 教育庁

109万人 総務課、秘書課、
人事課、財政課、
税務課、広報広
聴課、総合防災
課

総合政策課、市
町村課、地域活
力創造課、スポー
ツ振興課、情報企
画課、調査統計
課

少子化対策局

学術国際局
学術振興課、国
際課

福祉政策課、長
寿社会課、障害
福祉課、子育て
支援課、健康推
進課、医務薬事
課

県民文化政策
課、男女共同参
画課、環境管理
課、温暖化対策
課、環境整備課、
生活衛生課、自
然保護課

農林政策課、農
山村振興課、流
通販売課、水田
総合利用課、農
畜産振興課、農
地整備課、水産
漁港課、林業木
材産業課、森林
整備課

産業政策課、地
域産業振興課、
産業集積課、商
業貿易課、食品
産業課、観光課、
資源エネルギー
産業課、雇用労
働政策課

建設交通政策
課、建設管理課、
都市計画課、下
水道課、道路課、
河川砂防課、港
湾空港課、建築
住宅課、営繕課

会計課、財
産活用課、
総務事務セ
ンター、検
査課

総務課,幼保推進課,義
務教育課,高校教育課,
義務教育課,特別支援
教育課,生涯学習課,保
健体育課,福利課,給
与・旅費センター

6 山形県 総務部 生活環境部 子育て推進部 健康福祉部 商工観光部 農林水産部 県土整備部 会計局 教育委員会

117万人 秘書広報課、人
事課、行政改革
課、総務厚生課、
財政課、学事文
書課、管財課、税
政課

総合政策局
政策企画課、市
町村課、地域・交
通政策課、情報
企画課、統計企
画課

生活文化課、地
球温暖化対策
課、水大気環境
課、循環型社会
推進課、みどり自
然課

危機管理・くら
し安心局
危機管理課、くら
し安心課、雇用対
策課、食品安全
対策課

子育て支援課、
子ども家庭課、青
尐年・男女共同参
画課

健康福祉企画
課、地域医療対
策課、長寿社会
課、障がい福祉
課、保健薬務課

産業政策課、工
業振興課、商業・
まちづくり振興課

観光交流局
観光交流課、経
済交流課

農政企画課、新
農業推進課、農
業経営課、農山
漁村計画課、生
産技術課、エコ農
業推進課、畜産
課、農村整備課、
森林課

管理課、建設企
画課、用地課、都
市計画課、下水
道課、道路課、河
川課、砂防・災害
対策課、空港港
湾課、建築住宅
課

会計課、工
事検査課

総務課,文化財保護推
進課,生涯学習振興課,
義務教育課,高校教育
課、福利課,スポーツ保
健課

7 福島県 知事直轄 総務部 企画調整部 生活環境部 保健福祉部 商工労働部 農林水産部 土木部 出納局 教育庁

204万人 秘書課、政策調
査課、広報課

総合安全管理室
総合安全管理課

総務課、財政課、
入札監理課、税
務課、税務システ
ム課、職員研修
課、行政経営課、
人事課、職員業
務課、文書法務
課、私学法人課、
財産管理課、施
設管理課、市町
村行政課、市町
村財政課

企画調整課、総
合計画課、土地・
水調整課、地域
政策課、地域振
興課、エネルギー
課、情報政策課、
情報システム課、
統計分析課、統
計調査課

文化スポーツ局
文化振興課、生
涯学習課、スポー
ツ課

生活環境総務
課、消費生活課、
人権男女共生
課、生活交通課、
国際課、消防保
安課、災害対策
課、原子力安全
対策課、環境共
生課、自然保護
課、一般廃棄物
課、産業廃棄物
課、水・大気環境
課

保健福祉総務
課、国民健康保
険課、社会福祉
課、福祉監査課、
高齢福祉課、児
童家庭課、子育
て支援課、障がい
福祉課、健康増
進課、地域医療
課、食品生活衛
生課、薬務課

商工総務課、団
体支援課、金融
課、雇用労政課、
企業立地課、産
業創出課、商業ま
ちづくり課、産業
人材育成課

観光交流局
観光交流課、空
港交流課、県産
品振興戦略課

農林総務課、農
林企画課、農林
技術課、農業振
興課、農業担い
手課、循環型農
業課、農業経済
課、農産物安全
流通課、水田畑
作課、園芸課、畜
産課、水産課、農
村計画課、農村
振興課、農村環
境整備課、農業
基盤整備課、農
地管理課、森林
計画課、森林整
備課、林業振興
課、林道整備課、
治山対策課

土木総務課、土
木企画課、技術
管理課、道路計
画課、道路管理
課、道路整備課、
河川計画課、河
川整備課、砂防
課、港湾課、都市
計画課、まちづく
り推進課、下水道
課、建築住宅課、
建築指導課、営
繕課

出納総務
課、審査
課、入札用
度課、工事
検査課

教育総務課,財務課,職
員課,福利課,社会教育
課,文化財課,学習指導
課,学校生活健康課,特
別支援教育課,学校経
営支援課



8 茨城県 知事公室 総務部 企画部 生活環境部 保健福祉部 商工労働部 農林水産部 土木部
会計事務
局 教育庁

296万人 政策審議室,立地
推進室,秘書課,
広報広聴課,女性
青尐年課

行財政改革・地方
分権推進室,総務
課,人事課,職員
課,財政課,管財
課,税務課,

地域支援局
市町村課,県民セ
ンター総室

企画課,情報政策
課,水・土地計画
課,事業推進課,
空港対策課,統計
課,地域計画課
科学技術振興課

つくば・ひたち
なか整備局
つくば地域振興
課,ひたちなか整
備課

生活文化課,国際
課,環境政策課,
環境対策課,廃棄
物対策課,危機管
理室,消防防災
課,原子力安全対
策課

厚生総務課,福祉
指導課,医療対策
課,保健予防課,
子ども家庭課,長
寿福祉課,障害福
祉課,薬務課,生
活衛生課

産業政策課,中小
企業課,産業技術
課,観光物産課,
労働政策課,職業
能力開発課

農政企画課,農業
経済課,農産課,
園芸流通課,畜産
課,林政課,林業
課,漁政課,水産
振興課,

農地局
農村計画課,農地
整備課,農村環境
課

監理課,用地課,
検査指導課,道路
建設課,道路維持
課,河川課,港湾
課,営繕課

都市局
都市計画課,都市
整備課,公園街路
課,下水道課,建
築指導課,住宅課

会計第一
課、会計第
二課

総務課,財務課,義務教
育課,高校教育課,特別
支援教育課,生涯学習
課,保健体育課,福利厚
生課,文化課

9 栃木県 総合政策部 経営管理部 県民生活部 環境森林部 保健福祉部 産業労働観光部 農政部 県土整備部 会計局 教育委員会

201万人 総合政策課,市町
村課,地域振興課

財政課,人事課,
行政改革推進室,
職員厚生課,文書
学事課,管財課,
税務課,地方税徴
収特別対策室,情
報システム課

県民文化課,消防
防災課,くらし安全
安心課,統計課,
広報課,人権施策
推進課,青尐年男
女共同参画課

環境森林政策課,
地球温暖化対策
課,環境保全課,
自然環境課,廃棄
物対策課,馬頭処
分場整備室,林業
振興課,森林整備
課

保健福祉課,医事
厚生課,高齢対策
課、健康増進課,
障害福祉課,こど
も政策課,生活衛
生課,薬務課,国
保医療課

産業政策課,工業
振興課,経営支援
課,国際課,観光
交流課,労働政策
課

農政課,農村振興
課,経済流通課,
経営技術課,生産
振興課,畜産振興
課,農地整備課

監理課,技術管理
課,交通政策課,
道路整備課,道路
保全課,河川課,
砂防水資源課,都
市計画課,都市整
備課,建築課,住
宅課,用地課

管理課、会
計課

総務課,施設課,教職員
課,学校教育課,特別支
援教育室,生涯学習課,
スポーツ振興課,文化財
課,健康福利課,全国ス
ポーツ・レクリエーション
祭推進室

10 群馬県 総務部 企画部 生活文化部 健康福祉部 環境森林部 農政部 産業経済部 県土整備部 会計局 教育委員会

200万人 秘書課,総務課,
人事課,財政課,
管財課,学事法制
課,税務課,市町
村課,危機管理
室,消防保安課,
総務事務セン
ター

企画課,総合政策
室,地域政策課,
広報課,情報政策
課,統計課,土地・
水対策室,世界遺
産推進課

県民生活課,消費
生活課,NPO・ボラ
ンティア推進課,
人権男女共同参
画課,尐子化対
策・青尐年課,国
際課,文化振興課

健康福祉課,医務
課,監査指導課,
介護高齢課,保健
予防課,子育て支
援課、障害政策
課,薬務課,国保
援護課

食品安全局
食品安全課,衛生
食品課

環境政策課,環境
保全課,廃棄物政
策課,自然環境
課,林政課,林業
振興課,森林保全
課,緑化推進課

農政課,技術支援
課,農業経済課,
蚕糸園芸課,畜産
課,農村整備課

産業政策課,商政
課,工業振興課,
労働政策課,職業
能力開発課

観光局
観光物産課

監理課,契約検査
課,用地課,交通
政策課,道路管理
課,道路整備課,
河川課,砂防課,
特定ダム対策課,
都市計画課,下水
環境課,建築住宅
課

会計課、審
査課

総務課,管理課,福利課,
学校人事課,義務教育
課,高校教育課,特別支
援教育室,生涯学習課,
文化財保護課,スポーツ
健康課

11 埼玉県 （知事室長） 企画財政部 総務部 県民生活部 危機管理防災部 環境部 福祉部 保健医療部 産業労働部 農林部 県土整備部 都市整備部 出納 教育局

717万人 秘書課

報道長

総合調整幹

企画総務課,計画
調整課,財政課

改革政策局長
改革推進課,情報
企画課,システム
管理課

地域政策局長
地域政策課,市町
村課,土地水政策
課,交通政策課

人事課,職員健康
支援課,文書課,
学事課,管財課,
統計課,総務事務
センター

税務局長
税務課,特別徴収
課税調査課

契約局長
入札企画課,入札
審査課,入札執行
課

広報広聴課,NPO
活動推進課,人権
推進課,県政情報
センター,文化振
興課,国際課,青
尐年課,男女共同
参画課,消費生活
課,防犯・交通安
全課

危機管理課,消防
防災課,化学保安
課

環境政策課,温暖
化対策課,大気環
境課,水環境課,
産業廃棄物指導
課,資源循環推進
課,自然環境課,
みどり再生課

福祉政策課,社会
福祉課,高齢介護
課,障害者福祉推
進課,障害者自立
支援課,福祉監査
課

少子化対策局長
尐子政策課,子育
て支援課,こども安
全課

保健医療政策課,
国保医療課、医
療整備課、健康
づくり支援課、疾
病対策課、生活
衛生課,薬務課

食品安全局長
食品安全課

産業労働政策
課、新産業育成
課,商業支援課,
産業支援課,企業
立地課,金融課,
観光課,産業拠点
整備課,勤労者福
祉課,就業支援
課,産業人材育成
課

農業政策課,経済
流通課,農地活用
推進課,農産物安
全課,畜産安全
課、農業支援課,
生産振興課,生産
振興課,森づくり
課,農村整備課

再掲:食品安全局
長（再掲：食品安
全課、畜産安全
課）

県土整備政策課,
建設管理課,用地
課,道路政策課,
道路街路課,道路
環境課,河川砂防
課,水辺再生課

都市整備政策課,
都市計画課,市街
地整備課,田園都
市づくり課,公園ス
タジアム課,建築
安全課,住宅課,
営繕課,設備課

出納総務
課、会計管
理課

教育総務部
総務課,教育政策課,財
務課,教職員課,福利課

県立学校部
県立学校人事課,高校
教育指導課,生徒指導
課,保健体育課,特別支
援教育課,高校教育推
進課

市町村支援部
小中学校人事課,義務
教育指導課,家庭地域
連携課,生涯学習文化
財課,スポーツ振興課,
人権教育課



12 千葉県 総務部 総合企画部 健康福祉部 環境生活部 商工労働部 農林水産部 県土整備部
国体・全国障害
者スポーツ大会
局

出納局 教育庁

618万人 知事室、総務課、
財政課、管財課、
税務課、市町村
課、政策法務課、
学事課、消防地
震防災課、情報
政策課、総務ワー
クステーション

政策企画課、国
際室、報道広報
課、統計課、水政
課、空港地域振
興課、交通計画
課、男女共同参
画課

健康福祉政策
課、健康福祉指
導課、健康づくり
支援課、疾病対
策課、児童家庭
課、高齢者福祉
課、障害福祉課、
保険指導課、医
療整備課、薬務
課、衛生指導課

環境政策課、大
気保全課、水質
保全課、自然保
護課、資源循環
推進課、廃棄物
指導課、県民生
活課、県民活動・
文化課、生活・交
通安全課

経済政策課、経
営支援課、産業
振興課、企業立
地課、保安課、観
光課、雇用労働
課、産業人材課

農林水産政策
課、団体指導課、
生産販売振興
課、担い手支援
課、安全農業推
進課、農地課、耕
地課、農村振興
課、畜産課、森林
課

水産局
水産課、漁業資
源課、漁港課

県土整備政策
課、都市計画課、
技術管理課、建
設・不動産業課、
用地課、道路計
画課、道路整備
課、道路環境課、
河川整備課、河
川環境課、港湾
課、都市整備課、
公園緑地課、下
水道課、建築指
導課、住宅課、営
繕課、施設改修
課

大会総務課、施
設調整課、競技
式典課、障害者ス
ポーツ大会課

企画管理部
教育総務課,教育政策
課,財務施設課,県立学
校改革推進課,福利課

教育振興部
生涯学習課,指導課,特
別支援教育課,教職員
課,学校安全保健課,文
化財課,体育課

13 東京都 知事本局 総務局 財務局 主税局 生活文化スポー
ツ局 都市整備局 環境局 福祉保健局 産業労働局 建設局 港湾局

会計管理
局 教育庁

1,298万人 総務部、地方分
権推進部、外務
部、基地対策部、
政策部、計画調
整部

青少年・治安対
策本部

総合対策部

総務部、行財政
改革推進部、情
報システム部、首
都大学支援部、
人事部、行政監
察室、行政部、総
合防災部、統計
部、人権部

経理部、主計部、
財産運用部、建
築保全部

総務部、税制部、
課税部、資産税
部、徴収部

総務部、広報広
聴部、都民生活
部、消費生活部、
私学部、文化振
興部、スポーツ振
興部

総務部、都市づく
り政策部、住宅政
策推進部、都市
基盤部、市街地
整備部、市街地
建築部、都営住
宅経営部

環境政策部、都
市地球環境部、
環境改善部、自
動車公害対策
部、自然環境部、
廃棄物対策部

総務部、指導監
査部、医療政策
部、保健政策部、
生活福祉部、高
齢社会対策部、
尐子社会対策
部、障害者施策
推進部、健康安
全部

病院経営本部
経営企画部、
サービス推進部

総務部、商工部、
金融部、金融監
理部、観光部、農
林水産部、雇用
就業部

中央卸売市場
管理部、事業部

総務部、用地部、
道路管理部、道
路建設部、三環
状道路整備推進
部、公園緑地部、
河川部

総務部、港湾経
営部、臨海開発
部、港湾整備部、
離島港湾部

管理部、警
察・消防出
納部

総務部,都立学校教育
部,地域教育支援部,指
導部,人事部,福利厚生
部

14 神奈川県 知事室 政策局 総務局 安全防災局 県民局 環境農政局 保健福祉局 商工労働局 県土整備局 会計局 教育局

900万人 秘書課、調査課 政策総務部
政策総務課、経
理課、土地水資
源対策課、APEC
開催支援課

政策調整部
総合政策課、政
策法務課、特定
政策推進課

広域行政部
広域行政課

財政部
予算調整課、資
金調査課、税制
企画課,課税課、
徴収対策課

企画調整部
企画調整課、経
理課、行政事務
監察課、市町村
行政課、市町村
財政課

組織人材部
人材課、県庁改
革課、労務給与
課、職員厚生課

情報統計部
情報企画課、情
報システム課、文
書課

施設財産部
財産管理課、財
産経営課、庁舎
管理課、設備管
理課

基地対策部
基地対策課

危機管理部
企画調整課、危
機管理対策課、
災害対策課、消
防課、工業保安
課

安全安心部
くらし安全交通課

企画調整部
企画調整課、経
理課、広報課

県民活動部
人権男女共同参
画課、県民課、情
報公開課、NPO
協働推進課

くらし文化部
文化課、国際課、
学事振興課、消
費生活課

青少年部
青尐年課

企画調整部
企画調整課、経
理課、環境計画
課、協同組合検
査課、かながわ農
林水産ブランド戦
略課

環境部
地球温暖化対策
課、大気水質課、
交通環境課、資
源循環課、廃棄
物指導課

水・緑部
自然環境保全
課、水資源環境
保全課、森林再
生課、全国植樹
祭推進課、水産
課

農政部
農政課、農業振
興課、就農参入
支援課、農地保
全課、畜産課

企画調整部
企画調整課、経
理課、病院事業
課

地域保健福祉部
地域保健福祉
課、保険福祉人
材課、福祉監査
指導課、
生活援護課

保健医療部
健康増進課、健
康危機管理課、
たばこ対策課、保
健予防課、医療
課、医療保険課

福祉・次世代育
成部
次世代育成課、
子ども家庭課、障
害福祉課、障害
サービス課、高齢
福祉課、高齢施
設課、介護保険
課

生活衛生部
環境衛生課、食
品衛生課、薬務
課

企画調整部
企画調整課、経
理課、金融課

産業部
産業活性課、産
業立地課、産業
技術課、産業流
通課、観光課

労働部
労政福祉課、雇
用対策課、産業
人材課、技能振
興・全国技能大会
推進課

企画調整部
企画調整課、経
理課、技術管理
課、用地課

環境共生都市部
都市計画課、環
境共生都市整備
課、交通企画課、
都市整備課、都
市公園課

道路部
道路企画課、道
路管理課、道路
整備課

河川下水道部
流域海岸企画
課、河川課、砂防
海岸課、下水道
課

建築住宅部
住宅計画課、公
共住宅課、建築
指導課、建築安
全課、営繕計画
課、建設業課

会計課、指
導課、調達
課

企画調整部
企画調整課,行政課,広
報情報課,教育財務課,
学校経理課,まなびや
計画推進課

教職員部
人事企画課,調査免許
課,県立学校人事課,小
中学校人事課,厚生課

教育指導部
高校教育企画課,高校
教育指導課,保健体育
課

支援教育部
支援教育企画課,子ども
教育支援課,特別支援
教育課

生涯学習部
生涯学習課,文化遺産
課,スポーツ課



15 新潟県 知事政策局 総務管理部
県民生活・
環境部 防災局 福祉保健部 産業労働観光部 農林水産部 農地部 土木部 交通政策局 出納局 教育庁

238万人 政策課,秘書課,
広報広聴課,行政
改革推進室,政策
評価室,国際課

財政課,人事課,
文書私学課,市町
村課,地域政策
課,情報政策課,
統計課,税務課,
管財課,総務事務
センター

県民生活課,消費
者行政課,文化振
興課,県民スポー
ツ課,男女平等社
会推進課,震災復
興支援課,環境企
画課,環境対策
課,廃棄物対策課

防災企画課,危機
対策課,消防課,
原子力安全対策
課

福祉保健課,国
保・福祉指導課,
医務薬事課,高齢
福祉保健課,健康
対策課,生活衛生
課,障害福祉課,
児童家庭課

産業政策課,産業
振興課,商業振興
課,産業立地課,
労政雇用課,職業
能力開発課

観光局
交流企画課,観光
振興課

農業総務課,地域
農政推進課,農産
園芸課,経営普及
課,食品・流通課,
畜産課,水産課,
漁港課,林政課,
治山課

農地管理課,農地
計画課,農地建設
課,農地整備課,
農村環境課

監理課,技術監理
課,用地・土地利
用課,道路管理
課,道路建設課,
河川管理課,河川
整備課,砂防課

都市局
都市政策課,都市
整備課,建築住宅
課,下水道課,営
繕課

交通政策課,港湾
振興課,港湾整備
課,空港課

管理課、会
計検査課

総務課、財務課、福利
課、義務教育課、高等
学校教育課、生涯学習
推進課、文化行政課、
保健体育課

16 富山県 知事政策局
観光・地域振
興局 経営管理部

生活環境文化
部 厚生部 商工労働部 農林水産部 土木部 出納局 教育委員会

109万人 （特定重要政策担
当）,広報課,秘書
課,消防課,防災
危機管理課,総合
交通政策室

地域振興課,観光
課,国際・日本海
政策課

人事課,情報政策
課,統計調査課,
文書学術課,財政
課,管財課,税務
課,市町村支援課

県民生活課,文化
振興課,男女参
画・ボランティア
課,環境政策課,
自然保護課,環境
保全課

厚生企画課,高齢
福祉課,児童青年
家庭課,障害福祉
課,医務課,健康
課,生活衛生課,く
すり政策課

商工企画課,経営
支援課,商業まち
づくり課,立地通
商課,労働雇用
課,職業能力開発
課

農林水産企画課,
農産食品課,農業
経営課,農業技術
課,農村整備課,
農村振興課,森林
政策課,水産漁港
課

管理課,建設技術
企画課,道路課,
河川課,砂防課,
港湾課,新幹線・
駅周辺整備課,都
市計画課,建築住
宅課,営繕課

検査室、出
納課、総務
会計課

教育企画課,生涯学習・
文化財室,教職員課、県
立学校課,小中学校課,
スポーツ・保健課

17 石川県 総務部 企画振興部 健康福祉部 環境部 商工労働部 農林水産部 土木部 出納室 教育委員会

116万人 秘書課、総務課、
人事課、行政経
営課、財政課、管
財課、税務課、地
方課

危機管理監室
危機対策課、消
防保安課

企画調整室、企
画課、地域振興
課、情報政策課、
空港企画課

新幹線・交通対
策監室

県民文化局
企画調整室、県
民交流課、文化
振興課、男女共
同参画課、県民
生活課

企画調整室、厚
生政策課、ねんり
んピック推進室、
長寿社会課、障
害保健福祉課、
医療対策課、地
域医療推進室、
健康推進課、薬
事衛生課

少子化対策監室

企画調整室、環
境政策課、地球
温暖化対策室、
水環境創造課、
廃棄物対策課、
自然保護課、水
道企業課

企画調整室、産
業政策課、産業
立地課、経営支
援課、労働企画
課

観光交流局
企画調整室、交
流政策課、観光
推進課、国際交
流課

企画調整室、農
業政策課、生産
流通課、経営対
策課、農業基盤
課、農業安全課、
森林管理課、水
産課

競馬事業局
競馬総務課、競
馬業務課

企画調整室、監
理課、道路建設
課、道路整備課、
河川課、港湾課、
砂防課、都市計
画課、公園緑地
課、建築住宅課、
営繕課

企画調整室,庶務課,教
職員課,学校指導課,生
涯学習課,文化財課,ス
ポーツ健康課

18 福井県 総務部 総合政策部 安全環境部 健康福祉部 産業労働部 観光営業部 農林水産部 土木部 会計局 教育庁

80万人 県民サービス室、
広報課、財務企
画課、税務課、財
産活用課、人事
企画課、事務管
理課、情報公開・
法制課、大学・私
学振興課、市町
村課、男女参画・
県民活動課

企画幹、政策推
進課、ふるさと地
域振興課、電源
地域振興課、交
通まちづくり課、
新幹線建設推進
課、情報政策課、
政策統計課

企画幹（政策推進
グループ）、県民
安全課、危機対
策・防災課、原子
力安全対策課、
環境政策課、循
環社会推進課、
自然環境課

企画幹（政策推進
グループ）、地域
福祉課、長寿福
祉課、障害福祉
課、こども家庭
課、地域医療課、
健康増進課、医
薬食品・衛生課

企画幹（政策推進
グループ）、経営
支援課、商業・
サービス業振興
課、企業誘致課、
地域産業・技術振
興課、労働政策
課、公営企業経
営課

企画幹（政策推進
グループ）、ブラン
ド営業課、観光振
興課、ふるさと営
業課、国際・マー
ケット戦略課

企画幹（政策推進
グループ）、農林
水産振興課、食
の安全安心課、
販売開拓課、水
田農業経営課、
園芸畜産課、水
産課、県産材活
用課、森づくり
課、農村振興課

企画幹（政策推進
グループ）、土木
管理課、道路建
設課、高規格道
路推進課、道路
保全課、河川課、
砂防海岸課、港
湾空港課、都市
計画課、都市整
備課、建築住宅
課、営繕課

会計課,工
事検査課

企画幹,教育政策課,生
涯学習課,学校教育振
興課,高校教育課,義務
教育課,スポーツ保健
課,文化課

19 山梨県 知事政策局 企画県民部 総務部 保健福祉部 森林環境部 商工労働部 観光部 農政部 県土整備部 出納局 教育庁

86万人 秘書課、広聴広
報課、行政改革
推進課

企画課、世界遺
産推進課、北富
士演習場対策
課、情報政策課、
情報産業振興
室、統計調査課、
リニア交通課,県
民生活・男女参画
課,消費者安全・
食育推進課,生涯
学習文化課,国民
文化祭準備室

人事課、職員厚
生課、財政課、税
務課、管財課、私
学文書課、市町
村課、消防防災
課

福祉保健総務
課、長寿社会課、
国保援護課、児
童家庭課、障害
福祉課、医務課、
衛生薬務課、健
康増進課

森林環境総務
課、環境創造課、
大気水質保全
課、環境整備課、
みどり自然課、森
林整備課、林業
振興課,県有林
課,治山林道課

商工企画課、商
業振興金融課、
産業支援課、労
政雇用課、産業
人材課

産業立地室
産業立地推進課

観光企画・ブラン
ド推進課、観光振
興課、観光資源
課、国際交流課

農政総務課、農
村振興課、果樹
食品流通課、畜
産課、花き農水産
課、農業技術課、
担い手対策室、
耕地課

県土整備総務
課、建設業対策
室、技術管理課、
用地課、道路整
備課、道路管理
課、治水課、砂防
課、都市計画課、
下水道課、建築
住宅課、営繕課

会計課、工
事検査課、
管理課

総務課、福利給与課、
学校施設課、義務教育
課、高校教育課、社会
教育課、スポーツ健康
課、学術文化財課



20 長野県 危機管理部 企画部 総務部 健康福祉部 環境部 商工労働部 観光部 農政部 林務部 建設部 会計局 教育委員会

216万人 消防課、危機管
理防災課

企画課、政策評
価課、交通政策
課、情報統計課、
人権・男女共同参
画課、生活文化
課

秘書課、人事課、
職員課、財政課、
管財課、税務課、
広報課、情報公
開・私学課、市町
村課、行政改革
課、総務事務課

健康福祉政策
課、医療推進課、
地域福祉課、健
康長寿課、障害
者支援課、こども・
家庭課、食品・生
活衛生課、薬事
管理課

環境政策課、水
大気環境課、生
活排水課、自然
保護課、廃棄物
対策課、廃棄物
監視指導課

産業政策課、経
営支援課、ものづ
くり振興課、人材
育成課、労働雇
用課

観光企画課、観
光振興課、国際
課

農業政策課、農
業技能課、園芸
畜産課、農地整
備課、農村振興
課

森林政策課、信
州の木振興課、
森づくり推進課

建設政策課、道
路管理課、道路
建設課、河川課、
砂防課、都市計
画課、住宅課、建
築指導課、施設
課

会計課、検
査課

教育総務課、義務教育
課、高校教育課、特別
支援教育課、教学指導
課、文化財・生涯学習
課、保健厚生課、ス
ポーツ課

21 岐阜県 秘書広報総括監 危機管理総括監 総務部 総合企画部 環境生活部 健康福祉部 商工労働部 農政部 林務部 県土整備部 都市建築部
ぎふ清流国体
推進局

出納事務
局 教育委員会

208万人 秘書課、広報課 危機管理課、防
災課、消防課

財政課、人事課、
法務・情報公開
課、行政改革課、
職員厚生課、税
務課、管財課、総
務事務センター

総合政策課、市
町村課、情報企
画課、研究開発
課、国際課、統計
課

観光交流推進局
観光・ブランド振
興課、地域振興
課

環境生活政策
課、廃棄物対策
課、不法投棄監
視課、地球環境
課、男女参画青
尐年課、尐子化
対策課、人づくり
文化課、人権施
策推進課

健康福祉政策
課、医療整備課、
保健医療課、生
活衛生課、薬務
水道課、高齢福
祉課、障害福祉
課、子ども家庭
課、地域福祉国
保課

商工政策課、モノ
づくり振興課、商
業流通課、企業
誘致課、情報産
業課、中小企業
課、労働雇用課

農政課、農業振
興課、検査監督
課、農業技術課、
農産園芸課、畜
産課、水産課、農
地計画課、農地
整備課

林政課、県産材
流通課、森林整
備課、治山課

建設政策課、用
地課、技術検査
課、道路建設課、
道路維持課、河
川課、砂防課

都市政策課、公
共交通課、街路
公園課、下水道
課、建築指導課、
公共建築住宅
課、水道企業課

総務企画課、施
設調整課、競技
式典課、競技力
向上対策課、ぎふ
清流大会推進課

出納管理課 教育総務課、教育財務
課、教職員課、教育研
修課、学校支援課、特
別支援教育課、社会教
育文化課、スポーツ健
康課

22 静岡県 経営管理部 企画広報部 くらし・環境部 文化・観光部 健康福祉部 経済産業部 交通基盤部 危機管理部 出納局 教育委員会

378万人 総務課

職員局
人事課、行政改
革課、福利厚生
課、健康指導課

財務局
財政課、税務課、
管財課、営繕企
画課、営繕工事
課、設備課

自治局
自治行政課、自
治財政課

文書局
法務文書課、電
子県庁課

知事公室
秘書課

知事戦略室
知事戦略室

広報局
広報課

総務課

企画調整局
総合計画課、地
域政策課、調整
課[尐子化対策担
当]

情報統計局
情報政策課、統
計利用課、統計
調査課

管理局
総務監、経理監、
政策監

県民生活局
県民生活課、くら
し交通安全課、男
女共同参画課

建築住宅局
住まいづくり課、
建築安全推進
課、公営住宅課

環境局
環境政策課、環
境ふれあい課、自
然保護課、廃棄
物リサイクル課、
生活環境課、水
利用課

総務企画課

文化学術局
文化政策課、世
界遺産推進課、
大学課、私学振
興課

観光局
観光政策課、観
光振興課

国際・交流局
国際課、交流促
進課、交通政策
課、空港利用政
策課

管理局
総務監、経理監、
政策監

福祉こども局
地域福祉課、子
育て支援課、こど
も家庭課

長寿政策局
長寿政策課、介
護保険課、介護
指導課

障害者支援局
障害者政策課、
障害者福祉課

医療健康局
医務課、地域医
療課、疾病対策
課、健康増進課、
国民健康保険課

生活衛生局
衛生課、薬事課

管理局
総務監、経理監、
政策監

振興局
マーケティング推
進課、研究調整
課、組合検査課

就業支援局
労働政策課、雇
用推進課、職業
能力開発課

農林業局
農業振興課、農
山村共生課、組
合金融課、茶業
農産課、みかん園
芸課、畜産課、林
業振興課

水産業局
水産振興課、水
産資源課

商工業局
商工振興課、新
産業集積課、企
業立地推進課、
商工金融課、経
営支援課、地域
産業課

管理局
総務監,経理監,
政策監

建設支援局
建設業課,公共用
地課,技術管理
課,工事検査課

道路局
道路企画課,道路
整備課,道路保全
課

河川砂防局
河川砂防管理課,
河川企画課,河川
海岸整備課、土
木防災課,砂防課

港湾局
港湾企画課,港湾
整備課,漁港整備
課

空港局
空港地域連携課,
空港経営課

都市局
都市計画課,土地
対策課,市街地整
備課,街路整備課

総務課、危機政
策課、危機情報
課、危機対策課、
消防保安課、原
子力安全対策
課、防災通信課

会計管理
課、会計指
導課、出納
審査課、集
中化推進
課、用度課

教育総務課、教育政策
課、財務課、福利課、学
校教育課、学校人事
課、社会教育課、文化
財保護課、スポーツ振
興課

生活排水課,公園
緑地課

農地局
農地計画課,農地
整備課,農地保全
課,農地利用課

森林局
森林計画課,森林
保全課,森林整備
課



23 愛知県 知事政策局 総務部 地域振興部 県民生活部 防災局 環境部 健康福祉部 産業労働部 農林水産部 建設部
出納事務
局 教育委員会

740万人 秘書課、政策調
整課、企画課、広
報広聴室

総務課、法務文
書課、総務事務
管理課、財政課、
税務課、財産管
理課、市町村課

人事担当局
人事課、職員厚
生課

地域政策課、国
際課、情報企画
課、土地水資源
課、交通対策課、
航空対策課

県民総務課、県
民生活課、社会
活動推進課、地
域安全課、文化
芸術課、学事振
興課、統計課

防災危機管理
課、災害対策課、
消防保安課

環境政策課、環
境活動推進課、
大気環境課、水
地盤環境課、自
然環境課、資源
循環推進課

健康福祉総務
課、医療福祉計
画課、地域福祉
課、児童家庭課、
子育て支援課、
高齢福祉課、障
害福祉課

健康担当局
健康対策課、医
務国保課、生活
衛生課、医薬安
全課

産業労働政策
課、中小企業金
融課、商業流通
課、地域産業課、
新産業課、産業
立地通商課、観
光コンベンション
課

労政担当局
労働福祉課、就
業促進課

農林政策課、農
林検査課、食育
推進課、農業振
興課、農業経営
課、園芸農産課、
畜産課、水産課

農林基盤担当局
農地計画課、農
地整備課、林務
課、森林保全課

建設総務課、研
節企画課、建設
業不動産業課、
用地課、都市計
画課、都市整備
課、公園緑地課、
下水道課、道路
維持課、道路建
設課、河川課、砂
防課、港湾課

建築担当局
住宅計画課、公
営住宅課、建築
指導課、公共建
築課

管理課、調
達課、出納
課

管理部
総務課、財務施設課、
教職員課、福利課

学習教育部
生涯学習課、高等学校
教育課、義務教育課、
特別支援教育課、健康
学習課、体育スポーツ
課

24 三重県 政策部 総務部 防災危機管理部 生活・文化部 健康福祉部 環境森林部 農水商工部 県土整備部 出納局 教育委員会

186万人 政策総務室、知
事室、広聴広報
室、企画室、交通
政策室、土地・資
源室、市町行財
政室、地域づくり
支援室、情報政
策室、電子業務
推進室、統計室、
「美し国おこし・三
重」推進室

東紀州対策局
東紀州対策室、
東紀州振興プロ
ジェクト

経営総務室、法
務・文書室、人財
政策室、福利厚
生室、総務事務
室、予算調整室、
税務政策室、管
財室

危機管理総務
室、消防・保安
室、防災対策室、
地震対策室

生活・文化総務
室、情報公開室、
文化振興室、新
博物館整備推進
室、勤労・雇用支
援室、交通安全・
消費生活室、人
権・同和室、男女
共同参画・NPO
室、国際室

健康福祉総務
室、監査室、健康
危機管理室、薬
務食品室、健康
づくり室、医療政
策室、社会福祉
室、長寿社会室、
障害福祉室、県
立病院改革プロ
ジェクト

こども局
こども未来室、こ
ども家庭室

環境森林総務
室、ごみゼロ推進
室、廃棄物対策
室、廃棄物監視・
指導室、地球温
暖化対策室、水
質改善室、森林・
林業経営室、森
林保全室、自然
環境室

農水商工総務
室、財務経理室、
団体検査室、農
業経営室、マーケ
ティング室、農産
物安全室、農畜
産室、農地調整
室、農業基盤室、
農山漁村室、水
産資源室、水産
経営室、水産基
盤室、産業集積
室、商工振興室、
金融経営室、企
業立地室、科学
技術・地域資源室

観光局
観光・交流室

県土整備総務
室、経営支援室、
公共用地室、公
共事業運営室、
入札管理室、建
設業室、維持管
理室、高速道・道
路企画室、高速
道推進北勢プロ
ジェクト、道路整
備室、河川・砂防
室、港湾・海岸
室、下水道室、施
設災害プロジェク
ト、都市政策室、
景観まちづくり
室、建築開発室、
住宅室、営繕室、
工事検査担当

出納総務
室、会計支
援室

教育総務室、予算経理
室、教育改革室、人材
政策室、福利・給与室、
学校施設室、地域調
整・人事担当、高校教
育室、小中学校教育
室、特別支援教育室、
生徒指導・健康教育
室、人権教育室、社会
教育・文化財保護室、ス
ポーツ振興室、研修企
画・支援室、研修指導
室

25 滋賀県 知事直轄組織 総務部 県民文化生活部 琵琶湖環境部 健康福祉部 商工観光労働部 農政水産部 土木交通部
会計管理
局 教育委員会

140万人 秘書課,広報課,
企画調整課,新駅
問題支援対策室,
防災危機管理局

総務課,経営企画
室,人事課,財政
課,税政課,自治
振興課,統計課,
検査課,事業課

県民生活課,男女
共同参画課,県民
活動課,県民文化
課,人権施策推進
課,情報政策課

環境政策課,水政
課,温暖化対策
課,琵琶湖再生
課,循環社会推進
課,最終処分場特
別対策室,下水道
課,森林政策課,
造林公社対策室,
森林保全課,自然
環境保全課

健康福祉政策課,
健康推進課,元気
長寿福祉課,障害
者自立支援課,医
務薬務課,生活衛
生課,医療保険
課,子ども青尐年
局

商工政策課,商業
振興課,新産業振
興課,企業誘致推
進室,観光交流
局,労政能力開発
課,緊急雇用対策
室

農政課,農業経営
課,畜産課,水産
課,耕地課,農村
振興課

監理課,交通政策
課,道路課,河港
課,流域治水政策
室,河川開発課,
砂防課,都市計画
課,住宅課,建築
課

管理課、会
計課

教育総務課、教職員
課、福利課、学校教育
課、人権教育課、生涯
学習課、スポーツ健康
課、文化財保護課

26 京都府 危機管理監 知事室長 職員長 総務部 政策企画部 府民生活部 文化環境部 健康福祉部 商工労働観光部 農林水産部 建設交通部
会計管理
者 教育委員会

263万人 秘書課,広報課,
国際課

給与厚生課,人事
課,総務事務セン
ター

総務調整課,政策
法務課,財政課,
税務課,自治振興
課,入札課,府有
資産活用課

文化学術研究都
市推進室,企画総
務課,行政経営改
革課,業務推進
課,企画政策課,
計画課,調整課,
調査統計課

人権啓発推進室,
府民総務課,危機
管理・防災課,消
防安全課,安心・
安全まちづくり課,
府民力推進課,男
女共同参画課,青
尐年課

国民文化祭推進
局,文化芸術室,ス
ポーツ生涯学習
室,文化環境総務
課,文教課,府大
学振興課,環境政
策課,循環型社会
推進課,自然環境
保全課,環境管理
課,地球温暖化対
策課,公営企画
課,建設整備課,
水環境対策課

健康福祉総務課,
高齢者支援課,医
療企画課,福祉援
護課,介護福祉事
業課,こども未来
課,家庭支援課,
健康対策課,医療
課,障害者支援
課,生活衛生課,
薬務課

総合就業支援室,
産業労働総務課,
経営支援課,もの
づくり振興課,染
織・工芸課,企業
立地推進課,貿
易・商業課,労政
課,緊急経済・雇
用対策課,観光課

農政課,農村振興
課,担い手支援課,
食の安心・安全推
進課,研究普及ブ
ランド課,農産課,
畜産課,水産課,
林務課,モデル
フォレスト推進課,
森林保全課

監理課,指導検査
課,用地課,道路
計画課,道路建設
課,道路管理課,
港湾課,交通政策
課,河川課,砂防
課,都市計画課,
建築指導課,住宅
課,営繕課

会計課 総務企画課、管理課、
教職員課、福利課、学
校教育課、特別支援教
育課、高校教育課、保
健体育課、社会教育
課、文化財保護課



27 大阪府 危機管理監 政策企画部 総務部 府民文化部 福祉部 健康医療部 商工労働部 環境農林水産部 都市整備部
住宅まちづ
くり部 会計局 教育委員会

884万人 危機管理室（危機
管理課、消防防
災課、保安対策
課）

青少年・地域安
全室
治安対策課、青
尐年課

政策企画総務
課、秘書課、地域
主権課、政令市
連携課

企画室

空港戦略室

財政課、行政改
革課、出資法人
課、IT推進課、総
務サービス課、市
町村課、法務課、
庁舎管理課、財
産活用課、統計
課

人事室
企画厚生課、人
事課

総務室
税政課、徴税対
策課

契約局
契約総務課、建
設工事契約課、
委託物品契約課

国際交流監

府民文化総務
課、私学・大学
課、男女共同参
画・NPO課

人権室

府政情報室

都市魅力創造局
都市魅力課、文
化課、生涯スポー
ツ振興課、国際交
流・観光課

医療監

福祉総務課、国
民健康保険課

地域福祉推進室
地域福祉課、社
会援護課、法人
指導課

障がい福祉室
障がい福祉企画
課、自立支援課、
地域生活支援
課、生活基盤推
進課

高齢介護室
介護支援課、施
設課、居宅事業
者課

子ども室
子育て支援課、
家庭支援課

医療監

健康医療総務
課、薬務課、食の
安全推進課、環
境衛生課

保健医療室
医療対策課、医
事看護課、健康
づくり課、地域保
健感染症課

労働政策監

商工労働総務
課、企業誘致推
進課、新エネル
ギー産業課、バイ
オ振興課、金融
支援課、貸金業
対策課

商工振興室
経営支援課、商
業支援課、ものづ
くり支援課、経済
交流促進課

雇用推進室
労政課、雇用対
策課、人材育成
課

環境政策監

環境農林水産総
務課、検査指導
課、水産課、動物
愛護畜産課

みどり・都市環
境室
地球環境課、みど
り推進課

循環型社会推進
室資源循環課、
産業廃棄物指導
課

環境管理室
環境保全課、事
業所指導課、交
通環境課

農政室
推進課、整備課

流通対策室

都市整備総務
課、総合計画課、
市街地整備課、
公園課

事業管理室

交通道路室
道路整備課、都
市交通課、道路
環境課

河川室
河川整備課、ダム
砂防課、河川環
境課

下水道室
経営企画課、事
業課

用地室

住宅まちづくり総
務課、居住企画
課、建築振興課

建築指導室
建築企画課、審
査指導課、建築
安全課

住宅経営室
経営管理課、住
宅整備課、施設
保全課

公共建築室
計画課、一般建
築課、住宅整備
課、施設保全課

公共建築室
計画課、一般建
築課、住宅建築
課、設備課

タウン推進室
管理課、誘致分
譲課、整備課

教育総務企画課、人権
教育企画課、学校総務
サービス課、施設課、文
化財保護課、財務課

教育振興室
高等学校課、支援教育
課、保健体育課

市長村教育室
小中学校課、児童生徒
支援課、地域教育振興
課

教職員室
教職員企画課、教職員
人事課、福利課

28 兵庫県 理事 防災監 総合政策室長 企画県民部 健康福祉部 産業労働部 農政環境部 県土整備部 出納局 教育委員会

558万人 防災企画局
防災企画課、復
興支援課

災害対策局
災害対策課、消
防課

知事室
秘書課、広報課

政策室
政策調整課、広
域行政課、ビジョ
ン課、地域振興
課、統計課

県民文化局
県民生活課、地
域協働課、地域
安全課、青尐年
課、芸術文化課

企画財政局
総務課、財政課、
税務課、新行政
課、市町振興課

管理局
人事課、職員課、
管財課、文書課

教育・情報局
情報政策課、教
育課

社会福祉局
総務課、社会援
護課、高齢社会
課、人権推進課、
医療保険課

障害福祉局
障害福祉課、障
害者支援課

こども局
尐子対策課、児
童課

生活消費局
消費生活課、生
活衛生課

健康局
医務課、疾病対
策課、健康増進
課、薬務課

政策労働局
総務課、産業政
策課、しごと支援
課、労政福祉課、
能力開発課

産業振興局
経営商業課、工
業振興課、新産
業課、産業保安
課

産業・国際局
国際交流課、国
際経済課、観光
交流課、観光振
興課

農政企画局
総務課、総合農
政課、農業経営
課、消費流通課、
農林経済課

農林水産局
農業改良課、農
地整備課、農産
園芸課、畜産課、
林務課、治山課、
水産課、漁港課

環境担当部長
環境創造局
環境政策課、自
然環境課、豊かな
森づくり課

環境管理局
環境整備課、大
気課、水質課

県土企画局
総務課、契約管
理課、技術企画
課、交通政策課、
空港政策課

土木局
用地課、道路企
画課、道路街路
課、道路保全課、
河川整備課、武
庫川企画調整
課、砂防課、下水
道課、港湾課

まちづくり担当
部長
まちづくり局
都市政策課、都
市計画課、市街
地整備課、公園
緑地課

住宅建築局
住宅政策課、公
営住宅課、住宅
管理課、建築指
導課、営繕課、設
備課

会計課､審
査・指導
課、管理
課、工事検
査室

総務課、教育企画課、
財務課、教職員課、学
事課、福利厚生課、義
務教育課、特別支援教
育課、高校教育課、社
会教育課、体育保健
課、スポーツ振興課、人
権教育課



29 奈良県 知事公室 総務部 地域振興部 健康福祉部 医療政策部 くらし創造部 産業・雇用振興部 農林部 土木部 会計局 教育委員会

140万人 秘書課、広報広
聴課、政策推進
課、行政経営課、
統計課、防災統
括室、消防救急
課、安全・安心ま
ちづくり推進課

総務課、人事課、
総務厚生セン
ター、財政課、税
務課、個人住民
税滞納整理室、
管財課、情報シス
テム課

企画管理室、市
町村振興課、地
域づくり支援課、
南部振興対策
室、資源調整課

文化観光局
観光振興課、なら
の魅力創造課、
国際観光課、
APEC開催推進
室、文化課

平城遷都1300年
記念事業推進局
総務課、企画課

企画管理室、地
域福祉課、監査
指導室、障害福
祉課、長寿社会
課、保険指導課、
健康づくり推進課

子ども家庭局
こども家庭課、尐
子化対策室

企画管理室、地
域医療連携課、
医師・看護師確保
対策室、医療管
理課、新奈良病
院建設室、保健
予防課、薬務課

企画管理室、協
働推進課、青尐
年・生涯学習課、
スポーツ振興課、
人権施策課、男
女共同参画課、
消費・生活安全課

景観・環境局
環境政策課、廃
棄物対策課、風
致景観課、自然
環境課

企画管理室、商
工課、商業振興
課、産業支援課、
企業立地推進
課、雇用労政課

企画管理室、
マーケティング
課、農業経営課、
農業水産振興
課、畜産課、畜産
流通振興室、耕
地課、担い手・農
地活用対策課、
林政課、森林整
備課、全国育樹
祭開催準備室

企画管理室、公
共工事契約課、
用地対策課、技
術管理課、建設
業指導室、道路・
交通環境課、道
路建設課、道路
管理課、河川課、
砂防課

まちづくり推進
局
地域デザイン推
進課、都市計画
室、公園緑地課、
緑化フェア推進
室、下水道課、住
宅課、建築課、営
繕課

総務課、会
計課

企画管理室、福利課、
学校支援課、教職員
課、学校教育課、特別
支援教育企画室、人
権・社会教育課、保健
体育課、文化財保存課

30 和歌山県 （知事直轄） 総務部 企画部 環境生活部 環境生活部 商工労働観光部 農林水産部 県土整備部 会計局 教育委員会

100万人 秘書課,政策審議
課,広報課

総務管理局
総務学事課,行政
改革室,人事課,
財政課,税務課,
市町村課,管財課

企画政策局
企画総務課,文化
国際課,調査統計
課,情報政策課

環境政策局
環境生活総務課,
循環型社会推進
課,環境管理課

福祉保健政策局
福祉保健総務課,
子ども未来課,長
寿社会課,障害福
祉課

商工労働政策局
商工労働総務課,
商工振興課,公営
企業課,労働政策
課

農林水産政策局
農林水産総務課,
食品流通課,農業
農村整備課

県土整備政策局
県土整備総務課,
技術調査課,用地
対策課

会計課､総
務事務集
中課

教育総務局
総務課、給与課、福利
課

危機管理局
危機管理課,総合
防災課,消防保安
課

地域振興局
地域政策課,過疎
対策課,総合交通
政策課

人権局
人権政策課,人権
施策推進課

県民局
県民生活課,青尐
年・男女共同参画
課,食品・生活衛
生課

健康局
医務課,健康づく
り推進課,難病・感
染症対策課,薬務
課

企業政策局
企業振興課,産業
技術政策課,企業
立地課

観光局
観光振興課,観光
交流課

農業生産局
果樹園芸課,畜産
課,経営支援課

森林・林業局
林業振興課,森林
整備課,全国植樹
祭推進課

水産局
水産振興課,資源
管理課

道路局
道路政策課,道路
保全課,道路建設
課

河川・下水道局
河川課,砂防課,
下水道課

都市住宅局
都市政策課,建築
住宅課,公共建築
課

港湾空港局
港湾空港振興課,
港湾整備課

生涯学習局
生涯学習課、スポーツ
課、文化遺産課

学校教育局
学校指導課、学校人事
課、健康体育課

31 鳥取県 統轄監 防災局 総務部 企画部 文化観光局 福祉保健部 生活環境部 商工労働部 農林水産部 県土整備部 行政監察監
会計管理
者 教育委員会

60万人 総務課、県政推
進課、広報課

防災チーム､危機
管理チーム、消防
チーム

財政課、政策法
務課、県民課、税
務課、営繕課

行財政改革局
人事企画課、業
務効率推進課、
財源確保推進
課、職員人材開
発センター、福利
厚生課

人権局
人権・同和対策課

企画課、青尐年・
文教課、新生公
立大学設立準備
室、統計課、男女
共同参画推進
課、情報政策課

地域づくり支援
局
自治振興課、移
住定住促進課、
中山間地域振興
課、協働連携推
進課、交通政策
課

文化政策課、交
流促進課、観光
政策課、国際観
光推進課

福祉保健課、障
がい福祉課、子ど
も発達支援課、長
寿社会課、子育
て支援総室（子育
て応援室、家庭
福祉室）、医療政
策課、医療指導
課、健康政策課

環境立県推進
課、水・大気環境
課、循環型社会
推進課、景観まち
づくり課、公園自
然課

くらしの安心局
くらしの安心推進
課、住宅政策課

商工政策室、経
済通商総室（企画
調査室、経営支
援室、通商物流
室）、雇用人材総
室（人材育成確保
室、労働政策室、
雇用就業支援
室）、産業振興総
室（企業立地推進
室、新事業開拓
室、次世代環境
産業室、産学官
連携室）

市場開拓局
市場開拓課、食
のみやこ推進課

農政課、経営支
援課、生産振興
課、畜産課、農
地・水保全課、森
林林業総室（林政
企画室、県産材・
林産物需要拡大
室、森林づくり推
進室）、全国豊か
な海づくり大会推
進課

水産振興局
水産課

県土総務課、技
術企画課、道路
企画課、道路建
設課、河川課、治
山砂防課、空港
港湾課

行政監察課、公
益法人・団体指導
課、工事検査課

会計局
会計指導
課、審査出
納課
庶務集中
局
集中業務
課

教育総務課、福利室、
教育環境課、小中学校
課、特別支援教育課、
高等学校課、家庭・地
域教育課、人権教育
課、文化財課、スポーツ
健康教育課



32 島根県 政策企画局 総務部 地域振興部 環境生活部 健康福祉部 農林水産部 商工労働部 土木部 出納局 教育委員会

74万人 政策企画監室、
秘書課、広聴広
報課、統計調査
課

総務課、人事課、
財政課、税務課、
管財課、営繕課、
消防防災課

地域政策課、市
町村課、情報政
策課、交通対策
課、土地資源対
策課

環境生活総務
課、人権同和対
策課、文化国際
課、自然環境課、
環境政策課、廃
棄物対策課

健康福祉総務
課、地域福祉課、
医療政策課、健
康推進課、高齢
者福祉課、青尐
年家庭課、障がい
福祉課、薬事衛
生課

農林水産総務
課、農業経営課、
農畜産振興課、
食料安全推進
課、しまねブランド
推進課（商工と共
管）、農村整備
課、農地整備課、
林業課、森林整
備課、水産課、漁
港漁場整備課

商工政策課、観
光振興課、しまね
ブランド推進課
（農林と共管）、産
業振興課、企業
立地課、中小企
業課、雇用政策
課

土木総務課、技
術管理課、用地
対策課、道路維
持課、道路建設
課、高速道路推
進課、河川課、斐
伊川神戸川対策
課、港湾空港課、
砂防課、都市計
画課、下水道推
進課、建築住宅
課

会計課、審
査指導課

総務課、教育施設課、
高校教育課、特別支援
教育室、義務教育課、
保健体育課、社会教育
課、人権同和教育課、
文化財課、福利課

33 岡山県 危機管理監 総合政策局 総務部 県民生活部 環境文化部 保健福祉部 産業労働部 農林水産部 土木部 出納局 教育庁

194万人 危機管理課,消防
保安課

秘書課,公聴広報
課,政策推進課,
地方分権推進課,
統計調査課

総務学事課,人事
課,行政改革推進
室,財政課,財産
活用課,税務課

県民生活交通課,
中山間・地域振興
課,市町村課,航
空企画推進課,国
際課,情報政策
課,くらし安全安心
課,男女共同参画
青尐年課,人権施
策推進課

環境企画課,環境
管理課,循環型社
会推進課,自然環
境課,文化振興
課,スポーツ振興
課

保険福祉課,医療
推進課,健康推進
課,生活衛生課,
医薬安全課,子ど
も未来課,障害福
祉課,長寿社会課

産業企画課,企業
立地推進課,産業
振興課,経営支援
課,観光課,労働
政策課

農政企画課,組合
指導課,農産課,
畜産課,耕地課,
農村振興課,林政
課,治山課,水産
課

監理課,技術管理
課,用地課,道路
建設課,道路整備
課,河川課,防災
砂防課,港湾課

都市局
都市計画課,建築
指導課,建築営繕
課,住宅課

会計課,用
度課

総務課,財務課,学校教
育振興課,教職員課,指
導課,特別支援教育課,
保健体育課,生涯学習
課,文化財課,福利課,人
権教育課

34 広島県 危機管理監 総務局 企画振興局 環境県民局 健康福祉局 商工労働局 農林水産局 土木局 都市局
会計管理
部 教育委員会

286万人 危機管理課,消防
保安課

総務管理部
総務課,秘書課,
人事課,行政管理
課,福利課

財務部
財政課,財産管理
課,営繕課,税務
課,情報政策課

経営戦略審議官
経営戦略課,分権
改革課,広報課,
海の道プロジェク
ト・チーム,人づくり
推進チーム

政策企画部
政策企画課,国際
課,統計課

地域振興部
地域政策課,過疎
対策課,市町行財
政課

研究開発部
研究開発課

総務管理部
環境県民総務課,
文化芸術課,消費
生活課,人権男女
共同参画課,県民
活動課,学事課

環境部
環境政策課,環境
保全課,自然環境
課,循環型社会
課,産業廃棄物対
策課

総務管理部
健康福祉総務課,
こども家庭課,被
爆者対策課

保健医療部
医務課,医療政策
課,医療保険課,
健康対策課,食品
生活衛生課,薬務
課、がん対策プロ
ジェクトチーム

社会福祉部
地域福祉課,社会
援護課,障害者支
援課,高齢者支援
課,介護保険課,
介護人材就業支
援プロジェクト・
チーム

総務管理部
商工労働総務課,
労働福祉課,雇用
人材確保課,職業
能力開発課,雇用
基金特別対策プ
ロジェクト・チーム

産業振興部
産業技術課,新産
業課,経営支援
課,金融課,企業
立地課,観光課,
産業革新プロジェ
クト・チーム

総務管理部
農林水産総務課,
農業活性化推進
課,団体検査課

農水産振興部
農業技術課,農業
経営課,農産課,
畜産課,水産課

農林整備部
農林整備管理課,
農業基盤課,林業
課,森林保全課

総務管理部
土木総務課,建設
産業課,用地課,
技術企画課

土木整備部
道路河川管理課,
道路企画課,道路
整備課,河川課,
砂防課

空港港湾部
空港振興課,港湾
振興課,港湾企画
整備課

都市政策課,都市
整備課,都市環境
課,建築課,住宅
課

会計総務
課,審査指
導課,総務
事務課

管理部
総務課,教職員課,施設
課,健康福利課,文化財
課

教育部
学校経営課,指導第一
課,指導第二課,指導第
三課,特別支援教育課,
生涯学習課,スポーツ振
興課

35 山口県 総務部 総合政策部 地域振興部 環境生活部 健康福祉部 商工労働部 農林水産部 土木建築部 国体・障害者ス
ポーツ大会局

会計管理
局 教育庁

145万人 人事課,給与厚生
課,学事文書課,
管財課,税務課,
防災危機管理課,
岩国基地沖合移
設対策室

政策企画課,財政
課,広報広聴課,
統計分析課,秘書
課

地域政策課,中山
間地域づくり推進
室,民間空港再開
推進室,市町課,
情報企画課

観光交流局
観光交流課,交通
運輸対策室,国際
課

県民生活課,地域
安全・安心推進
室,人権対策室,
文化振興課,県史
編さん室,男女共
同参画課,環境政
策課,生活衛生
課,廃棄物・リサイ
クル対策課,自然
保護課

厚政課,指導監査
室,医務保険課,
地域医療推進室,
健康増進課,薬務
課、長寿社会課,
こども未来課,障
害者支援課

商政課,新産業振
興課,企業立地推
進室,経営金融
課,労働政策課

農林水産政策課,
団体指導室,流通
企画室,農業経営
課,農業振興課,
農村整備課,畜産
振興課,森林企画
課,全国植樹祭推
進室,森林整備
課,水産振興課,
漁港漁場整備課

監理課,技術管理
課,道路整備課,
道路建築課,都市
計画課,砂防課,
河川課,港湾課,
建築指導課,住宅
課

総務企画課,施設
調整課,競技式典
課,障害者スポー
ツ大会課

会計課、物
品管理課

教育政策課、教職員
課、義務教育課、高校
教育課、特別支援教育
推進室、社会教育・文
化財課、人権教育課、
学校安全・体育課



36 徳島県 危機管理部 企画総務部 県民環境部 保健福祉部 商工労働部 農林水産部 県土整備部 出納局 教育委員会

78万人 危機管理政策課,
南海地震防災課,
消防保安課

県民くらし安全
局
県民くらし安全課

政策企画総局
秘書課,総務課,
法務文書課,人事
課,行政経営課,
職員厚生課,財政
課,管財課,税務
課,情報システム
課,総務事務管理
課

県民環境政策課,
県民との協働課,
男女参画青尐年
課,統計調査課

文化スポーツ立
県局
とくしま文化振興
課,国際交流戦略
課,県民スポーツ
課

地域振興総局
市町村課,地方主
権推進課,地域情
報課

環境総局
環境首都課,自然
環境課,環境整備
課,環境管理課

保険福祉政策課,
地域福祉課,こど
も未来課,薬務課,
生活衛生課,障害
福祉課,人権課

医療健康総局
医療政策課,健康
増進課

長寿保険戦略局
長寿介護課,国保
長寿医療課

商工政策課,地域
経済課,新産業戦
略課,産業立地
課,観光企画課,に
ぎわいづくり課

労働雇用政策局
労働雇用課

農林水産政策課,
検査指導課

ブランド戦略総
局とくしまブランド
戦略課,畜産課,
水産課

農村農地政策局
農村振興課,農業
基盤整備課、農
地計画課

林業飛躍局
林業振興課、森
林整備課

県土整備政策課,
建設管理課,用地
対策課,都市計画
課,下水環境課,
住宅課,建築開発
指導課,営繕課

道路総局
道路政策課,道路
整備課,高規格道
路課

河川局
河川整備課、流
域振興課、砂防
防災課

運輸総局
運輸政策課、交
通戦略課、港湾
空港課

会計課、工
事検査課

教育総務課、コンプライ
アンス推進室、施設整
備課、教育改革課、教
職員課、福利厚生課、
学校政策課、特別支援
教育課、人権教育課、
体育健康課、生涯学習
政策課、教育文化政策
課

37 香川県 政策部 総務部 環境森林部 健康福祉部 商工労働部 農政水産部 土木部 出納局 教育委員会

100万人 政策課、自治振
興課、水資源対
策課、交通政策
課、情報政策課、
統計調査課、文
化振興課,県産品
振興課

総務学事課、総
務事務集中課、
税務課、人事・行
革課、職員課、県
民活動・男女共同
参画課、人権・同
和対策課、国際
課、広聴広報課、
秘書課

防災局
危機管理課

環境政策課、環
境管理課、みどり
整備課、みどり保
全課、廃棄物対
策課

健康福祉総務
課、長寿社会対
策課、子育て支
援課、障害福祉
課、医務国保課、
薬務感染症対策
課、生活衛生課

産業政策課、経
営支援課、労働
政策課

観光交流局
観光振興課、にぎ
わい創出課

農政課、農業経
営課、農業生産
流通課、畜産課、
土地改良課、農
村整備課、水産
課

土木監理課、技
術企画課、道路
課、河川砂防課、
港湾課、都市計
画課、下水道課、
建築課、住宅課

会計課、審
査課

総務課、義務教育課、
高校教育課、特別支援
教育課、保健体育課、
生涯学習・文化財課、
人権・同和対策課、健
康福利課

38 愛媛県 総務部 企画情報部 県民環境部 保健福祉部 経済労働部 農林水産部 土木部 出納局 教育委員会

143万人 管理局
総務管理課,人事
課,財政課,税務
課

管理局
企画調整課,交通
対策課,統計課,
情報政策課

管理局
県民生活課,男女
参画課,県民活動
推進課,人権対策
課

管理局
保健福祉課,医療
対策課

管理局
産業政策課,労政
雇用課

管理局
農政課,農業経済
課,ブランド戦略
課

管理局
土木管理課,用地
課

会計課,審
査課

新行政推進局
市町振興課,私学
文書課,行政シス
テム改革課

秘書広報局
秘書課,広報広聴
課

防災局
消防防災安全課,
危機管理課

健康衛生局
健康増進課,薬務
衛生課

産業支援局
産業創出課,経営
支援課

農業振興局
農地整備課,農産
園芸課,畜産課

河川港湾局
河川課,水資源対
策課,港湾海岸
課,砂防課

環境局
環境政策課,循環
型社会推進課、
自然保護課、原
子力安全対策推
進監

生きがい推進局
子育て支援課,障
害福祉課,長寿介
護課

観光国際局
観光物産課,国際
交流課

森林局
林業政策課,森林
整備課

水産局
漁政課,水産課,
漁港課

道路都市局
道路建設課,道路
維持課,都市計画
課,都市整備課,
建築住宅課

管理部
教育総務課,生涯学習
課

指導部
義務教育課,高校教育
課,人権教育課,特別支
援教育課

文化スポーツ部
文化振興課,文化財保
護課、保健スポーツ課



39 高知県 総務部 危機管理部 健康政策部 地域福祉部 文化生活部 産業振興推進部 商工労働部 観光振興部 農業振興部 林業振興・環境部 水産振興部 土木部
会計管理
局 教育委員会

79万人 秘書課,政策企画
課,広報広聴課,
文書情報課,法務
課,行政管理課,
人事課,職員厚生
課,財政課,税務
課,市町村振興
課,分権広域行政
課,統計課,管財
課

危機管理課,地
震・防災課,消防
政策課

健康長寿政策課,
医療薬務課,医師
確保推進課,国保
指導課,健康対策
課,食品・衛生課

地域福祉政策課,
高齢者福祉課,障
害保健福祉課,児
童家庭課,尐子対
策課,福祉指導課

資源・エネルギー
課、文化・国際
課、まんが・コンテ
ンツ課、県民生
活・男女共同参画
課、私学・大学支
援課、鳥獣対策
課、人権課、情報
政策課

計画推進課、地
産地消・外商課、
地域づくり支援
課、運輸政策課、
公共交通課

商工政策課、工
業振興課、新産
業推進課、経営
支援課、企業立
地課、雇用労働
政策課

観光政策課、おも
てなし課、土佐・
龍馬であい博推
進課

農業政策課、農
地・担い手対策
課、協同組合指
導課、環境農業
推進課、産地づく
り課、流通支援
課、畜産振興課、
農業基盤課、競
馬対策課

林業環境政策
課、森づくり推進
課、林業改革課、
木材産業課、治
山林道課、環境
共生課、環境対
策課

水産政策課、漁
業管理課、漁業
振興課、合併・流
通支援課、漁港
漁場課

土木企画課、建
設管理課、建設
検査課、用地対
策課、河川課、防
災砂防課、道路
課、都市計画課、
公園下水道課、
住宅課、建築指
導課、建築課、港
湾振興課、港湾・
海岸課

会計管理
課、総務事
務センター

教育政策課、総務福利
課、幼保支援課、小中
学校課、高等学校課、
特別支援教育課、生涯
学習課、全国生涯学習
フォーラム推進課、文化
財課、スポーツ健康教
育課、人権教育課

40 福岡県 （知事直轄） 総務部 企画・地域振興部 新社会推進部 保健医療介護部 福祉労働部 環境部 商工部 農林水産部 県土整備部 建築都市部
会計管理
局 教育委員会

506万人 秘書室 行政経営企画課,
人事課,財政課,
税務課,財産活用
課,県民情報広報
課,消防防災課,
総務事務セン
ター,システム管
理課

総合政策課,広域
地域振興課,市町
村支援課,情報政
策課,調査統計課

社会活動推進課,
青尐年課,県民文
化スポーツ課,男
女共同参画推進
課,生活安全課

保健医療介護総
務課,健康増進
課,保健衛生課,
医療指導課,薬務
課,医療保険課,
高齢者支援課,介
護保険課

福祉総務課,子育
て支援課,児童家
庭課,障害者福祉
課,保護・援護課

環境政策課,環境
保全課,循環型社
会推進課,廃棄物
対策課,監視指導
課,自然環境課

商工政策課,中小
企業振興課,中小
企業経営金融課,
国際経済観光課,
新産業・技術振興
課,工業保安課,
企業立地課

農林水産政策課,
農山漁村振興課,
農林水産安全課,
団体指導課,園芸
振興課,水田農業
振興課,経営技術
支援課,畜産課,
農村整備課,林業
振興課,森林保全
課

県土整備総務課,
企画交通課,用地
課,道路維持課,
道路建設課,河川
課,河川開発課,
港湾課,砂防課,
高速道路対策室,
水資源対策課,北
部福岡緊急連絡
管建設室

建築都市総務課,
都市計画課,建築
指導課,公園街路
課,下水道課,住
宅計画課,県営住
宅課,営繕設備課

会計課 総務課、財務課、文化
財保護課、企画調整
課、社会教育課、教職
員課、施設課、高校教
育課、義務教育課、人
権・同和教育課、体育ス
ポーツ健康課

私学学事振興局
学事課、私学振
興課

空港対策局
空港整備課、空
港計画課

国際交流局
交流第一課、交
流第二課

労働局
労働政策課、新
雇用開発課、職
業能力開発課

人権・同和対策
局
調整課

水産局
漁業管理課、水
産振興課

41 佐賀県 総括本部 くらし環境本部 健康福祉本部 農林水産商工本部 県土づくり本部 経営支援本部 出納局 教育委員会

85万人 企画・経営グルー
プ,政策監グルー
プ,秘書課,情報
課,危機管理・広
報課,消防防災課

くらし環境企画・
経営グループ,男
女参画・県民協働
課,人権同和対策
課,こども未来課,
くらしの安全安心
課,地球温暖化対
策課,原子力安全
対策課,有明海再
生・自然環境課,
循環型社会推進
課

健康福祉企画・経
営グループ,粒子
線治療普及グ
ループ,地域福祉
課,母子保健福祉
課,長寿社会課,
障害福祉課,医務
課,国民健康保険
課,健康増進課,
薬務課,生活衛生
課

農水商企画・経営
グループ,新産業
課,新エネルギー
産業振興課,企業
立地課,雇用労働
課,流通課,商工
課,観光課

生産振興部
生産者支援課,農
産課,園芸課,畜
産課,水産課,林
業課

県土づくり企画・
経営グループ,建
設・技術課,入札・
検査センター,土
地対策課,まちづ
くり推進課,下水
道課,農山漁村
課,農地整備課,
建築住宅課,河川
砂防課,水資源対
策課,森林整備
課,
交通政策部
空港・交通課,新
幹線活用・整備推
進課,道路課,港
湾課

経営支援企画・経
営グループ,人材
育成,資産活用
課,法務課,職員
課,財務課,税務
課、市町村課、統
計調査課,国際課

会計課、総
務事務セ
ンター

総務課、教職員課、教
育政策課、学校教育
課、人権・同和教育室、
社会教育・文化財課、
体育保健課

42 長崎県 知事公室 総務部 地域振興部
文化･スポーツ
振興部 県民生活部 環境部 福祉保健部 産業労働部 水産部 農林部 土木部 出納局 教育庁

143万人 政策企画課,秘書
課,広報広聴課,
国際課,世界遺産
登録推進室,まち
づくり推進室

観光振興推進本
部
物産流通推進本
部
防災危機管理監
危機管理防災課
消防保安室
こども政策局
こども未来課
こども家庭課
科学技術振興局
科学技術振興課

総務文書課,学事
振興室,県庁舎基
本構想策定室,人
事課,新行政推進
室,職員厚生課,
財政課,政策評価
室,管財課,税務
課,情報政策課,
総務事務セン
ター

地域政策課,土地
対策室,市町振興
課,新幹線・総合
交通対策課

文化振興課,地域
文化推進室,県民
スポーツ課,国体
総務課,国体競技
式典課,国体施設
調整課

県民安全課,男女
参画・県民協働
課,人権・同和対
策課,交通安全対
策課,統計課・生
活衛生課,食品安
全・消費生活課

環境政策課,未来
環境推進課,水環
境対策課,廃棄物
対策課,自然環境
課

福祉保健課,監査
指導課,医療政策
課,医療人材対策
室,薬務行政室,
国保健康増進課,
長寿社会課,障害
福祉課,原爆被爆
者援護課

産業政策課,産業
振興課,EVプロ
ジェクト推進室,企
業立地課,商工振
興課,緊急雇用対
策室,雇用労政
課,産業人材課

漁政課,資源管理
課,漁業取締室,
水産振興課,漁港
漁場課

農政課,団体検査
指導室,農業経営
課,農地利活用推
進室,農産園芸
課,畜産課,全国
和牛能力共進会
推進室,農村整備
課,諫早湾干拓
室,林政課,農林
整備室

監理課,建設企画
課,新幹線事業対
策室,都市計画
課,道路建設課,
道路維持課,港湾
課,河川課,砂防
課,建築課,住宅
課,用地課

会計課、出
納室

総務課,福利厚生室,教
育環境整備課,教職員
課,義務教育課,高校教
育課,特別支援教育室,
生涯学習課,学芸文化
課,体育保健課,競技力
向上対策課



43 熊本県 知事公室 総務部 企画振興部 健康福祉部 環境生活部 商工観光労働部 農林水産部 土木部 出納局 教育庁

181万人 秘書課、広報課 人事課,総務事務
センター,県政情
報文書課,私学振
興課,財政課,税
務課,管財課,市
町村総室,危機管
理・防災消防総
室,男女参画・協
働推進課

企画課,地域振興
課,新幹線元年戦
略推進室,川辺川
ダム総合対策課,
情報企画課,文化
企画課,交通対策
総室,統計調査課

健康福祉政策課,
社会福祉課,尐子
化対策課,障がい
者支援総室,医療
政策総室,健康づ
くり推進課,健康
危機管理課,薬務
衛生課,ねんりん
ピック推進室

環境政策課,環境
保全課,水環境
課、自然保護課,
廃棄物対策課,水
俣病保健課,水俣
病審査課,食の安
全・消費生活課,
交通・くらし安全
課,人権同和政策
課

商工政策課

商工労働局
商工振興金融課,
労働雇用課,産業
人材育成課

新産業振興局
産業支援課,新エ
ネルギー産業振
興室,企業立地課

農林水産政策課,
団体支援総室,農
業技術課,農産
課,園芸課,畜産
課,農村計画・技
術管理課,農村整
備課,森林整備
課,林業振興課,
森林保全課,水産
振興課,漁港漁場
整備課

監理課,用地対策
課,土木技術管理
室,道路整備課,
道路保全課,河川
課,港湾課,都市
計画課,下水環境
課,建築課,住宅
課,砂防課

会計課、管
理調達課

教育政策課,高校教育
課,学校人事課,義務教
育課,人権同和教育課,
社会教育課,体育保健
課,文化課,施設課

長寿社会局
高齢者支援課,認
知症対策・地域ケ
ア推進課

観光経済交流局
観光交流国際課,
くまもとブランド推
進課

農業振興局
農地・農業振興
課,担い手・企業
参入支援課,農産
物流通企画課

44 大分県 総務部 企画振興部 福祉保健部 生活環境部 商工労働部 農林水産部 土木建築部
会計管理
局 教育委員会

119万人 知事室,行政企画
課,県政情報課人
事課,財政課,税
務課,市町村振興
課,総務事務セン
ター

政策企画課,文化
スポーツ振興課,
広報広聴課,統計
調査課,観光地域
振興局,総合交通
対策課

福祉保健企画課,
医療政策課,健康
対策課,高齢者福
祉課こども子育て
支援課,障害福祉
課

生活環境企画課,
地球環境対策課,
県民生活・男女共
同参画課,私学振
興・青尐年課,食
品安全・衛生課,
環境保全課,廃棄
物対策課,防災危
機管理課,人権・
同和対策課

商工労働企画課,
工業振興課,情報
政策課,商業・
サービス業振興
課,企業立地推進
課,労政福祉課,
雇用・人材育成課

農林水産企画課,
団体指導・金融
課,研究普及課,
農山漁村・担い手
支援課,おおいた
ブランド推進課,
畜産振興課,農村
整備計画課,農村
基盤整備課,林務
管理課,森林保全
課,漁場管理課,
水産振興課,漁港
漁村整備課

土木建築企画課,
建設政策課,用地
対策課,道路課,
河川課,港湾課、
砂防課,都市計画
課,公園・生活排
水課,建築住宅
課,施設整備課,
高速道路対策局

会計課、審
査・指導
室、用度管
財課

教育改革・企画課,教育
人事課,教育財務課,福
利課,義務教育課,特別
支援教育課,高校教育
課,社会教育課,人権・
同和教育課,文化課,体
育保健課

45 宮崎県 県民政策部 総務部 福祉保健部 環境森林部 商工観光労働部 農政水産部 県土整備部
会計管理
局 教育委員会

113万人 総合政策課,秘書
広報課,統計調査
課,総合交通課,
中山間・地域政策
課,生活・協働・男
女参画課,文化文
教・国際課,人権
同和対策課,情報
政策課

総務課,人事課,
行政経営課,財政
課,税務課,市町
村課,総務事務セ
ンター

危機管理局
危機管理課,消防
保安課

福祉保健課,医療
薬務課,国保・援
護課,長寿介護
課,障害福祉課,
衛生管理課,健康
増進課

こども政策局
こども政策課,こど
も家庭課

環境森林課,環境
管理課,循環社会
推進課,自然環境
課,森林整備課,
山村・木材振興課
工事検査課（林,
県土と共管）

商工政策課,工業
支援課,商業支援
課,労働政策課

企業立地推進局
企業立地課

観光交流推進局
観光推進課,みや
ざきアピール課

農政企画課,地域
農業推進課,営農
支援課,農産園芸
課、畜産課,農村
計画課,農村整備
課,水産政策課,
漁港漁場整備課
工事検査課（林,
県土と共管）

管理課,用地対策
課,技術企画課,
工事検査課（農、
林と共管）,道路建
設課,道路保全
課,河川課,砂防
課,港湾課,都市
計画課,建築住宅
課,営繕課,高速
道対策局

会計課 総務課、財務福利課、
学校政策課、特別支援
教育室、教職員課、生
涯学習課、スポーツ振
興課、文化財課、人権
同和教育室、全国高等
学校総合文化祭推進
室

46 鹿児島県 知事公室 総務部 企画部 環境林務部 保健福祉部 商工労働水産部 農政部 土木部 危機管理局 出納局 教育委員会

171万人 秘書課,政策調整
課,広報課

人事課,職員厚生
課,学事法制課,
市町村課,財政
課,税務課

県民生活局
生活・文化課,共
生・協働推進課,
青尐年男女共同
参画課,人権同和
対策課

企画課,世界文化
遺産課,情報政策
課,地域政策課,
離島振興課,交通
政策課,統計課

環境林務課,地球
温暖化対策課,廃
棄物・リサイクル
対策課,自然保護
課,環境保全課,
林業振興課,森林
整備課

保険医療福祉課,
社会福祉課,介護
福祉課,健康増進
課,障害福祉課,
子ども福祉課,生
活衛生課,薬務課

商工政策課,経営
金融課,産業立地
課,雇用労政課,
水産振興課,漁港
漁場課

観光交流局
かごしまPR課,観
光課,国際交流課

農政課,農村振興
課,農業経済課,
食の安全推進課,
経営技術課,農産
園芸課,畜産課,
農地整備課,農地
建設課

監理課,道路建設
課,道路維持課,
河川課,砂防課,
港湾空港課,都市
計画課,建築課

危機管理防災課,
消防保安課

会計課、庁
舎管理課、
管理調達
課

総務福利課,学校施設
課,教職員課,義務教育
課,高校教育課,保健体
育課,社会教育課,文化
財課,人権同和教育課



47 沖縄県 知事公室 総務部 企画部 文化環境部 福祉保健部 農林水産部 観光商工部 土木建築部
出納事務
局 教育委員会

138万人 秘書課,広報課,
基地対策課,返還
問題対策課,防災
危機管理課

総務私学課,人事
課,行政改革推進
課,職員厚生課,
財政課,税務課,
管財課

企画調整課,交通
政策課,土地対策
課,統計課,科学
技術振興課,情報
政策課,地域・離
島課,市町村課

文化振興課,平
和・男女共同参画
課,県民生活課,
環境政策課,環境
保全課,環境整備
課,自然保護課

福祉保健企画課,
福祉・援護課,高
齢者福祉介護課,
青尐年・児童家庭
課,障害保健福祉
課,医務課,国保・
健康増進課,薬務
衛生課

農林水産企画課,
流通政策課,農政
経済課,営農支援
課,園芸振興課,
糖業農産課,畜産
課,村づくり計画
課,農地水利課,
農村整備課,森林
緑地課,水産課,
漁港漁場課

産業政策課,新産
業振興課,商工振
興課,経営金融
課,企業立地推進
課,情報産業振興
課,雇用労政課,
観光企画課,観光
振興課,交流推進
課

土木企画課,技術
管理課,用地課,
道路街路課,道路
管理課,河川課,
海岸防災課,港湾
課,空港課,都市
計画・モノレール
課,下水道課,建
築指導課・住宅
課,施設建築課,
新石垣空港課

会計課、物
品管理課

総務課、財務課、施設
課、福利課、県立学校
教育課、義務教育課,保
健体育課、生涯学習振
興課、文化課、全国高
校総体推進課

※各都道府県HPより抜粋


